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第1章 序論

1.1 背景

1.1.1 メンテナンスの現状と課題

メンテナンス合理化の要求

近年我が国では，経済状況の悪化を受け，高度経済成長期に建設された発電所な
どの多くのプラントが容易に更新できず，結果として老朽化プラントの継続使用が
強く求められている．また，2007年問題と称されるように，団塊の世代の一斉退職
を契機とする熟練技術者の減少が懸念されている [1]．この問題はプラントの維持管
理の分野においても例外でない．従って，プラントにおける検査等の維持管理の重
要性は高く，限られた検査リソースの合理的活用が強く求められている．[2]

我が国の構造物の，設計・製造・メンテナンスといったライフサイクル全般の合理
化のため，リスクベース工学の導入が求められている [2][3][4]．リスクベース工学に
基づくメンテナンスはリスクベースメンテナンス (RBM, Risk Based Maintenance)

であり，リスクベース検査 (RBI, Risk Based Inspection)の他に評価および補修・交
換を内包する．RBMは，主に欧米において研究が進められており，実用化も進んで
いる．例として，アメリカ機械学会（ASME）では Sec.XIにおいて，RBIを導入し
た Appendix[5]を制定している．アメリカ石油協会（API）においても，RBI規格
(RP580[6], Pub581[7])が制定されており，世界各国でこれらの規格が利用されてい
る．ヨーロッパでは 2001年にEU内のプロジェクトとしてRIMAPと称する共同体
を作り，独自のRBM手法の確率のための作業を続けている [8][9]．
我が国では現時点において，RBMに基づく維持規格は存在しない．しかしなが

ら，産業界において個々のプラント・構造物への適用は様々な場所で行われている．
藤山 [11]は，発電プラントに対するRBM適用事例として，ボイラに対する事例 [12]，
タービンに対する事例 [13]，および原子炉機器の事例 [14]を紹介している．また，政
友 [15]は化学プラントへのRBM適用事例を示している．また，2001年から高圧力
技術協会において，リスクに基づく保全技術研究委員会が設置され，非原子力分野
圧力設備を対象とした RBI規格制定に向けた活動が行われている [8][16][17]．以上
のように，我が国のメンテナンスへのリスクベース工学導入に向けた取り組みは着
実に進んでいる．
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RBMは，プラント内の配管などの各機器におけるリスクをもとにメンテナンス計
画を作成する手法である．各機器のリスクは，対象機器における「破損率」と，破
損した場合に発生する被害の大きさである「影響度」の積として求められる．リス
クが大きい機器は早急に対処が必要な部位であり，逆にリスクが小さい機器は安全
性が高いものと判断される．従って，RBMの活用に当たっては機器の破損率を良好
な精度で評価する手法開発が必要となる．

RIMAP[9]では機器に対する破損メカニズムを，損傷進展速度が推定可能なTrend-

ableタイプと，進展速度の推定が困難・不可能な Non-trendableタイプに分類して
いる [8]．以下，Trendableタイプと Non-trendableタイプのそれぞれを代表する二
種類の破損メカニズムについて，それぞれ健全性評価の現状を示すとともに，高精
度破損率評価手法開発の必要性について述べる．

流れ加速型腐食による減肉の管理

配管減肉現象は，液滴やキャビテーション等による機械的作用を原因とするエロー
ジョン (Errosion)と，化学的作用を原因とする腐食・コロージョン (Corrosion)に大
別できる．これら二種類のメカニズムは近年まで，あわせてエロージョン/コロー
ジョン等と称され，区別なく取り扱われてきた．アメリカ石油協会のRBI規格であ
るAPI581[7]，およびRIMAPの石油化学ワークブック [10]では，評価にあたってエ
ロージョンとコロージョンの区別をせず，いずれも減肉現象として統一的に扱って
いる．また，我が国における火力設備の配管減肉に関する技術規格 [18]においても，
減肉のメカニズムを問わず統一的に扱っている．しかしながら近年では，配管材料
に対して加えられる衝撃力の大小によって，エロージョンとコロージョンを大まか
に区別可能と考えられている [19]．これを受け，我が国の原子力設備に対する減肉
管理規格 [20][21]では，メカニズムや引き起こされる減肉形態の差異から，これらを
区別した取り扱いがなされている．
米国電力研究所 (EPRI)は，流れ加速型腐食 (FAC)を「炭素鋼や低合金鋼などの

表面の保護皮膜が，流動水や水・蒸気混合物中へ溶出することによって，腐食が促進
される現象」と定義している [19][22]．流れによって酸化皮膜の形成が阻害される配
管においては，酸化皮膜の腐食に伴う形成と流れによる溶出がバランスする状態に
早期に到達し，それが維持される [19]．このため，流れ加速型腐食による減肉量は，
時間に対して線形の関係にあるとされる．流れ加速型腐食は，エルボ・オリフィス下
流といった，壁面近傍での流れの乱れの大きい部位に，比較的広範囲にわたる減肉
を引き起こす．この結果として，流れ加速型腐食による減肉は，最終的に配管破断
を引き起こす危険性が高く，プラントメンテナンスにおいて特に注意を要する破損
メカニズムといえる．Gosselinら [23]は，米国原子炉の破損事象の分析により，配管
破断に至る危険性の高いメカニズムとして，振動疲労に次いで FACを挙げている．
また国内においても，2004年に美浜 3号機において発生した配管破断事象は，経済
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産業省の事故調査最終報告書 [24]においてエロージョン/コロージョンが原因とされ
ており，より詳細には流れ加速型腐食によるものであると推測されている [19][25]．
こうした流れ加速型腐食による減肉の管理のため，原子力発電設備の配管減肉管

理に関する機械学会規格 [20][21]では，エルボやＴ管をはじめとする配管部位を検
査の単位としている．図 1.1に示すように，配管部位は複数の測定点を含んでおり，
検査ごとにこれらの全測定点について，肉厚測定が実施される．特に減肉が進んで
いる領域に関しては，測定点間隔を小さくした詳細測定を行うことを要求している．

Point ofminimum thicknessMeasurement point

Evaluation Part Wall thinning area

Point ofminimum thicknessMeasurement point

Evaluation Part Wall thinning area

図 1.1: 減肉管理対象の配管部位模式図

機械学会規格 [18][20][21]では，配管の減肉量は，推定対象配管の使用開始時点を
0としたプラント稼動時間に比例するとしてモデル化されている．さらにこれらの
規格では，配管肉厚の最小値が，基準で要求される必要最小肉厚 tsrに到達するまで
の時間を，配管部位の余寿命と定義している．
機械学会規格 [20][21]による次回検査時期の決定法を以下に述べる．
供用中検査が実施されていない配管部位に関しては，沸騰水型原子力設備に対し

ては過去の減肉事例より保守的に，10年以内の検査が要求される [20]．また，加圧
水型原子力設備に対しては，同種の配管部位における過去事例より，考えられる最
大限の減肉率を初期設定減肉率として設定し，余寿命が評価される．1回の供用中
検査を経験した配管に対しては，公称肉厚と測定肉厚より減肉率が推定され，余寿
命評価が行われる．このとき，同種配管部位の過去事例に基づく余寿命や減肉率の
情報は，もはや用いられない．2回以上の供用中検査を経た配管部位に対しては，最
小自乗法による減肉率推定が行われ，余寿命が評価される．機械学会規格 [20][21]で
は，以上の手順により評価された余寿命に，検査回数によらず一律 5年の余裕を与
えて，次回検査時期を決定することを求めている．
規格においては一律の安全裕度を要求しているものの，余寿命の推定精度は検査

回数が 2回以下である場合に特に低いことが知られており，電力会社独自に更なる
保守性を与えて検査時期決定が行われているのが現状である．また逆に，一律の安
全裕度の利用は，十分に検査を経験した配管部位に対して密な検査が要求され，合



第 1章 序論 11

理性に欠く要求となっている．このため，少検査回数からの減肉率・余寿命の推定
精度を向上し，かつ推定精度・検査回数に応じた安全裕度を用いて次回検査時期を
決定する手法の開発が望まれる．

API581[7]における減肉に対する健全性評価では，検査回数に応じた減肉率の推
定精度の差異を，Technical Module Subfactor(TMSF)と題する修正係数によって反
映可能としている．TMSFは数表の形でAppendixに整理されているが，これらの
数表の利用にあたっては，米国における石油化学プラントの破損事例に基づいた一
般破損確率の利用が前提となる．従って，API581の手法を，我が国の原子力分野を
はじめとする他産業分野にそのまま利用することは，疑問が残る．
ベイズ推定手法 [26][27][28]を活用した健全性評価手法の開発は，従来供用中検査

を経験した配管部位に対しては用いられていない初期設定減肉率等の情報を，事前
分布の形式で推定に活用可能となり，初期の推定精度の問題の解決につながる．ま
た，ベイズ推定は未知母数の不確定性を確率変数の形で明快に表現可能であるため，
これに基づく健全性評価手法は，不確定性の大きさに応じた検査間隔設定に利用可
能と考えられる．

配管破損データベースの活用

供用中検査で破損の有無のみが観察される，Non-Trendableな破損メカニズムに
対する配管破損率評価のアプローチとして，一般に以下の二種類のいずれかが利用
される．

• 確率論的破壊力学等を利用した詳細評価

• 過去の破損事例の統計処理等による簡易評価

確率論的破壊力学を利用した場合，配管の内圧や径，起動停止時の熱過渡といっ
た，対象配管に固有の影響因子を詳細に反映した破損確率評価が可能である．こう
した確率論的破壊力学評価のためのコードは，国内でも PASCALが開発され [29]，
さらに対象とする破損メカニズムの拡張も続けられている [30][31]．従って，国内に
おいて確率論的破壊力学の利用環境の整備は進んでいる．
その一方で，確率論的破壊力学の利用には初期欠陥や欠陥検出能力の統計的性質

といった，検査および破壊力学に関する深い知識を要する．こうした評価は，特に
重要度の高い配管に対して実施する価値は大きい．しかしプラント内の全配管に対
する現場レベルでの実施は困難である．こうした事情を受け，Simolaら [32]は，上
記の両アプローチの優位性の比較の比較を行い，それぞれ異なる長所と短所を持っ
た相補的な手法であると結論付けている．従って，確率論的破壊力学による詳細評
価のほかに，類似配管の事例を統計処理し，簡易に破損率の多寡を見積もる手法の
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開発もまた必要であると考えられる．このためには，過去の破損事例を系統的に収
集したデータベースと，これに基づく破損率評価のモデルが必要となる．
配管はポンプ等の動的機器と比較して，破損率が低く破損メカニズムが多岐にわ

たる．従って統計的手法による配管の破損率推定は，動的機器と比較した破損情報
の不足により，推定精度に問題が生じることが考えられる．また材質や配管径をは
じめとして，配管破損率の影響因子は多数存在する．このため，配管損傷データベー
スの構築に当たっては，以上のような配管破損データに固有の特性を意識したデー
タ収集フォーマットの構築が要求される．
欧米では RBMの基礎データとして，配管破損率データの整備も先行している．

API581[7]では，多様なプラントや文献・データベース等による破損報告に基づい
て，動的機器のみならず配管に対しても，1/4in.,1in.,4in.の穴および破断が発生す
る頻度，一般破損確率のリストを与えている．またスウェーデン原子力発電検査機
関（SKI）では，1970年以降の商用原子力プラント内の配管破損事例を収集した，
SKI-PIPEデータベースを構築している [33][34]．本データベースは 1998年末の時点
で，ほぼ全ての沸騰水型原子炉を網羅しているが，唯一我が国だけが例外とされて
いた [34]．SKI-PIPEデータベースは，2004年の時点で PIPExpデータベースとし
て更新が続けられている [35]．
これに対し我が国では，メンテナンス合理化への活用を意識した，配管の破損確

率および寿命分布データの系統的な整備が行われていない [36]．このような状況下
で系統的な破損事例データベース構築の試みは始まっているものの，破損事例は一
朝一夕で収集されるものではないために，破損確率評価に資するような情報が十分
に得られないという問題が考えられる．機械構造物の評価においては，我が国の実
情に即したデータを用いることが必要であるため，こうした破損情報の整備の遅れ
は，損傷データの蓄積に関して先行する欧米との間に競争力差を生じる一因となり
得る．
配管は，あらゆる種類のプラントに含まれる機器であり，問題となる破損メカニ

ズムの多くは産業分野を超えて共通している．従って配管破損率についても，産業
分野を超えて共通する傾向が存在すると考えられる．このため，配管破損率推定精
度向上の方策として，配管破損事例をより広範囲から収集することで，推定に資す
る破損事例を増やすことが考えられる．例として，原子力発電設備の配管破損率推
定にあたって，火力発電設備やガス・石油化学等の他の産業分野の破損事例を含む，
産業横断型の配管破損データベースを構築することが考えられる．
しかしながら，配管の内部流体や検査周期などの使用環境は，各産業分野間で相

違点も多い．全産業分野の破損データを均質なものとモデル化し，平均的な破損率
を評価した場合，標本誤差は縮小するが，産業分野の独自性を無視することによる
モデル誤差が極端に大きくなることが考えられ，データベースの利用法として乱暴
な取り扱いであるといえる．従って，産業横断型データベースの活用にあたり，産
業分野間の差異をモデル化した破損率評価手法の導入が求められる．
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こうした情報源間の差異のモデル化手法として，階層ベイズモデル [27]が有効と
考えられる．階層ベイズモデルを利用することで，推定対象分野の破損情報と，そ
れ以外の分野の破損情報を，異なるアプローチで破損率推定に活用可能となる．

1.1.2 ベイズ推定活用によるメンテナンス合理化とその課題

ベイズ推定活用の意義

健全性評価の情報源として，前述の減肉管理では下記が利用されている．

1. 対象機器の供用中検査記録

供用中検査記録は，対象機器の使用環境を反映する最も重要な情報である．特に，
損傷の進行度合や余寿命が検査によって評価可能な，減肉をはじめとする損傷メカ
ニズムに対しては，検査時期決定に大きな情報をもたらす．その一方で，新規機器
に対してはこうした情報は存在せず，ライフサイクル全体を通じてもせいぜい数回
程度とデータ数が極めて限られる．
また，破損データベースの統計処理による破損率評価は，下記を利用している．

2. 類似機器の過去の破損事例データ

類似機器の事例データは，供用中検査結果と比較して十分な数のデータが収集さ
れることが期待されるが，どの程度の差異までを「類似」とみなして統計処理する
かによって，データ量とモデル誤差がトレードオフの関係にある．
これら以外に健全性評価に資する情報源として，下記の利用が考えられる．

3. 類似性が低い機器の過去の破損事例データ

4. 熟練者による経験的な情報

低類似性の機器の事例データ収集は，従来の類似機器のみからの収集と比較して，
より多量の事例データ収集が可能である．しかし，機器の共通性が類似機器と比較
して相対的に低いため，これらの低類似性の機器の事例データ活用に当たっては類
似機器からの情報との差異をいかにモデル化するかが課題となる．
熟練者による経験的情報はその他の情報と異なり，評価を行う熟練者によって異

なる情報が与えられるうるため，客観性に欠ける．このため，メンテナンス合理化
のための情報として不適当とする議論が予想される．しかしながら，これまでも上
記 1.2.の情報が存在しない時点では，熟練者の知見に依存したメンテナンスが行わ
れてきたのであり，従って熟練者の経験情報を一切認めないと言う立場はこれまで
のメンテナンスの否定となり不合理である．メンテナンスの省略となるように恣意
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的に情報を与えることは論外であるが，第三者による議論が可能となるように熟練
者の判断とその根拠を文書化した上であれば，こうした主観的情報の活用はこれま
でのメンテナンスに矛盾せず，有用な情報として活用可能と考えられる．
我が国における現行の破損率評価では，以上の情報源を単独で用いている．例え

ば PWRの配管減肉管理 [21]において，供用中検査未実施の配管に対しては，過去
の事例より保守的に与えられた初期設定減肉率を利用している．その一方で，一回
の供用中検査を経験した配管に対しては，測定誤差による推定の不確定性が極端に
大きいにもかかわらず，もはや初期設定減肉率は利用されない．破損率推定の高精
度化にあたっては，従来のメンテナンスで利用されていない，上記の初期設定減肉
率をはじめとする異種の情報源を併用することで，破損情報の不足を補うことが有
効と考えられる．このような異種の情報の活用にあたって，事前分布としてデータ
以外の情報を推定に利用可能な，ベイズ推定手法の利用が有効と考えられる．
ベイズ推定手法利用の利点として，従来の観察データ以外の情報を，事前分布と

して推定に利用可能であることが挙げられる．また，客観性を重視する従来の標本
統計学においては，4.に示したような主観的情報の推定への利用は許容されない．
これに対し，確率を「母数の値に対する解析者の確信の強さ」と定義するベイズ推
定では，主観的情報を推定の出発点である事前分布として利用することが認められ
ている．
さらに，少数破損情報に基づく推定の合理性が高いことも，ベイズ推定の利点と

考えられる．標本統計学では十分に多数の標本が得られていることが前提となるが，
この状況は実際の検査記録については考えづらい．このため，信頼区間の評価等の，
十分なデータの存在を仮定した正規近似に基づく評価式の利用が不合理なものとな
りえる．一方でベイズ推定では，主観的な情報から出発し少数の標本の情報を取り
入れ更新することで，初期の段階と比較して客観性および精度を向上させることを
基本的な考え方とする．すなわち，従来のメンテナンスに用いられるような妥当性
が確認された情報を出発点とする限り，少数のデータを用いた場合であっても推定
結果は初期以上の妥当性を持つこととなり，これをメンテナンスに用いることに不
合理性は存在しない．
以上より本論文では，少数の破損情報を補い推定精度を向上させることを目的と

し，その方策として従来用いられていない異種情報源の併用を考え，この達成のた
めベイズ推定手法を利用した破損率推定手法の開発を行う．

ベイズ推定活用事例

特に欧米においては，ベイズ統計学の有効性が広く認められ，機器破損率推定に
盛んに利用されている．

API581[7]では機器の破損確率を，一般破損確率にTechnical Module Subfactor(TMSF)

と呼ばれる修正係数を掛け合わせることで簡易評価する．このTMSFは，文献デー
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タなどによって設計時に予測された破損寿命を，ベイズ統計学の考え方に基づき検
査有効度を用いて更新するという考えに基づいて構築されている．

Flemingら [35]は，整備された配管破損データベースを用いて，従来PRAに用い
られてきた EPRI-111880[37]に示された破断頻度の妥当性を検討しているが，この
中で破断頻度推定にはベイズ推定を用いており，Beliczey and Schulz[38]によるリー
ク配管数と破断配管数の比の経験式などを事前分布として活用している．
また原子力発電設備の配管破損事例を収集した SKI-PIPEデータベースにおいて

も，その収集データの解析にはベイズ推定手法の利用が推奨されている [33]．
以下，国内の信頼性工学分野でのベイズ推定手法の利用例を示す．
古くは岡村ら [39]が，信頼性解析へのベイズ統計学利用の有用性を指摘している．
初期の研究として，板垣らが信頼性解析へのベイズ統計学利用に関して多様な研

究を行っている．1975年には，疲労設計時の不確定性をMiner則による累積損傷量
の限界値Dcrに対してのみ考え，その不確定性をベイズ手法により更新することを
提案している [40]．また 1983年には，構造物の強度を尺度母数のみ未知の 3母数ワ
イブル分布として，強度試験結果を用いてベイズ手法により母数の更新を行うとき，
対象構造物の信頼度の実証を有効に行うための条件を考察している [41]．また 1985

年には，疲労のき裂発生寿命およびき裂進展速度のそれぞれの確率分布の母数をベ
イズ推定する問題を考え，二種類のサンプリング検査手法による観察データからの
推定精度の定性的比較を行っている [42]．
また同時期には，藤井，三道らが，対数正規分布で表現した疲労寿命分布母数を

ベイズ推定することを提案し [43][44][45]，その推定のための効率の良い寿命試験計
画手法の考察を行っている [46]．また藤井らは，同様の考察をワイブル分布に対して
も実施している [47]．三道らは，寿命試験データを用いたベイズ推定による故障率
推定結果から，予防保全計画法の提案と予防保全の有効性の考察を行っている [48]．
貝瀬は故障率に影響を与える多様な変量をモデル化した解析を行うため，多重の

母集団をモデル化する階層ベイズモデルを用いて，指数分布，ワイブル分布，および
ポアソン分布の故障モデルを高度化し，これに対する母数推定手法を提案している
[49][50][51][52]．また貝瀬は，二項分布・ポアソン分布・尺度母数のみ未知のワイブ
ル分布に対して，事前情報を活用したベイズ推定手法の利用を提案している [56][57]．
近年では，廣畑ら [53]が，設計パラメータを入力とした応答曲面法により構造応

答を近似評価し，構造の信頼度を簡易評価した上で，信頼性試験データを用いてベ
イズ手法により更新することで推定破損確率の更新を行うことを提案している．小
出ら [54]は，地震加速度に対する機器の破損確率を表すフラジリティ曲線の高精度
化のために，ベイズ手法の利用を提案している．また弥富ら [55]が，き裂検出確率
分布の更新にベイズ手法を利用している．
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現場での活用における障害

以上に示したように，少数の検査データの有効活用や事前情報の利用を目的とし
た，信頼性工学分野でのベイズ推定手法の適用研究は，我が国においても数多く行
われている．しかしながら，我が国のメンテナンス現場でのベイズ推定手法適用や，
ベイズ推定手法を利用した規格化は進んでいない．
我が国のメンテナンス現場へのベイズ推定手法普及の障害について考える．実際

のメンテナンスの現場では，取り扱う機器数が膨大である．これらの機器に対して
それぞれ，大きな計算コストを要する評価法を適用することは不合理である．また，
計算機の利用を前提とする評価手法は，実用にあたり解析者がデータを打ち込み結
果を受け取るという，ブラックボックス的なシステムとなることが予想され，明瞭
性にかけることによる忌避が予想される．
従って，メンテナンス現場での実用に耐える破損率評価手法開発には，計算コス

トの抑制という観点が必要と考えられる．特に，電卓を利用した手計算で評価結果
の検算可能なレベルまで評価手法を簡略化できれば，第三者による検証が容易とな
り，評価手順の透明性が確保可能と考えられる．
これに対し我が国でのベイズ推定の適用研究は，いずれも計算コストの省力化を

重視しておらず，その多くは計算機の利用によりある程度の計算コストは許容する
利用法となっている．このような評価手順簡略化という観点の不足が，我が国のメン
テナンス現場でのベイズ推定手法活用にあたっての障害となっていたと考えられる．
以上の理由から，本研究では我が国のメンテナンス現場へのベイズ推定手法活用

の普及を考え，破損を簡易にモデル化し手計算で検算可能な破損率評価手法の提案
を行う．
ベイズ推定では解析的評価が困難なモデルの利用が多く，このとき数値積分やモ

ンテカルロシミュレーション等の計算コストの大きい手法を利用した評価が実施さ
れる．一方で，貝瀬の文献 [56][57]では，事前分布と事後分布が同種の確率分布形と
なる，いわゆる自然共役事前分布を用いることで，期待値等の点推定値のみならず，
事後分布そのものが簡易な評価式で評価可能となっている．本研究ではベイズ推定
の計算コスト軽減のため，事前分布として自然共役事前分布を利用可能なモデル化
を行う．

1.2 本論文の目的
本論文ではベイズ推定手法に基づき，手計算で検算可能な程度の簡易さの，機器

破損率簡易評価手法の提案を行うことを目的とする．
上記の手法の開発は，我が国のメンテナンス現場において，従来のメンテナンス

において利用されていない情報を利用し，従来手法より高精度に破損率の評価を実



第 1章 序論 17

施可能とする．これにより，我が国のメンテナンスの合理化につながるものと考え
られる．

1.3 本論文の構成
本論文の構成を図 1.2に示す． 第一章序論第二章ベイズ推定手法第三章評価モデル・手法提案第四章提案手法の有効性検討 第五章簡易モデルの限界と詳細評価法第六章結論

図 1.2: 本論文の構成

第 1章　序論 では，本研究の背景について概説し，本研究の目的を示した．

第 2章　ベイズ推定手法 では，本研究で破損率推定手法として着目したベイズ推
定について，理論と特徴を解説する．ベイズ統計学において利用される独特の確率
の定義をはじめ，ベイズ推定の一般的手順を解説する．また，ベイズ推定の計算コ
ストを大幅に軽減可能な自然共役事前分布をはじめとした，本研究で利用する事前
分布設定法の詳細についての解説を行う．

第 3章　評価モデル・手法提案 では，メンテナンス合理化のための破損率推定手
法の提案を行う．提案手法は，少数のデータから高精度の推定を行うため，第二章
において解説したベイズ推定手法に基づき，事前分布としてデータ以外の情報を反
映可能な手法とする．また提案手法は，多数の機器への評価を容易にし透明性を維
持するため，自然共役事前分布の利用により，手計算で検算可能なレベルの計算コ
ストで評価可能な手法として定式化を行う．手法構築に当たって，流れ加速型腐食
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による減肉配管管理と，産業横断型配管破損データベースを活用した破損率推定の
二種類の問題を考える．これらに対し，以下の三種類の手法を提案する．

• 線形ベイズ手法

流れ加速型腐食による減肉配管管理のため，減肉進行速度を時刻によらず一定
とモデル化した，線形ベイズ手法の提案を行う．本手法は事前分布として類似
機器の事例データや解析者の経験データを活用することで，少検査回数からの
減肉率推定精度向上が期待できる．また，破損確率の形式で健全性評価が可能
であるため，許容破損確率の設定により検査回数に応じた安全裕度で合理的な
検査計画の立案が可能になると考えられる．

• 拡張ベイズ手法

特に検査回数を経て，減肉率の推定精度が良好な配管部位については，相対的
に環境変動の影響が無視できない状況が考えられる．このような状況下でより
精密な，もしくは少なくとも保守的な破損確率評価を行うため，第二の提案手
法として拡張ベイズ手法の提案を行う．拡張ベイズ手法は，線形ベイズ手法に
おける損傷進行モデルを拡張し，このモデル化での評価を可能とするための追
加手順を定式化したものである．

• 安定階層ベイズ手法

特に破損率が低く破損事例が少ない配管に対して，産業横断型の破損データ
ベースを構築することで，破損率推定に資する情報の充実が期待できる．この
とき，産業分野間の差異を階層ベイズモデルを利用してモデル化し，これを利
用した破損率推定手法として安定階層ベイズ手法の提案を行う．階層ベイズモ
デルを利用した簡易破損率推定手法の一般的なものは，推定不能となる事例が
存在するが，安定階層ベイズ手法はこの問題の克服を可能としている．

以上の手法で取り扱う，減肉配管管理とデータベースを活用した破損率推定はそ
れぞれ，RIMAP[9]の分類による，損傷進展速度が推定可能なTrendableタイプと，
進展速度の推定が困難・不可能なNon-trendableタイプを代表する問題である．従っ
て提案手法は，簡易なモデルの読み替えにより，広範囲な破損メカニズムへの応用
が可能になると考えられる．

第 4章　提案手法の有効性検討 では，第３章で提案した推定手法が実用可能であ
ることを示すため，推定手法の推定精度，および従来手法に対する有効性とその範
囲の検討を行う．検討は，シミュレーションに基づく検討と実機検査記録による検
討の二種類に大別される．
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シミュレーションに基づく検討は，真値を仮におき，乱数によって仮想的な検査
記録を作成する．この仮想検査記録からの推定が，真値を正しく推定しているかを
調査し，提案手法の推定精度の検討を行うことが大きな目的である．
実機検査記録による検討は，特に推定の不確定性の大きさに着目した検討を行う．

本検討は，提案手法の利用が従来手法に対して生み出すメリットの調査が大きな目
的である．

第 5章　簡易モデルの限界と詳細手法化 では，第３章の破損モデル化および手法
提案にあたり，簡易化のためにおいた以下の二つの仮定について，その適用限界と
影響の大きさを調査する．

• 線形ベイズ手法における自然共役事前分布の利用

• 安定階層ベイズ手法における超母数点推定誤差無視

また，モデル誤差が無視できない範囲内において，簡便さを多少損なってもモデ
ル誤差に対し保守的評価を可能とするための，追加手順の提案を行う．

第 6章　結論 では，本研究を通して得られた結論を総括する．
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第2章 ベイズ推定手法

2.1 緒言
ベイズ推定は，ベイズの定理を用いることで母集団分布の母数を推定する手法で

ある [26][27][28]．ベイズ推定では，従来の最尤法をはじめとする推定手法で確定値
として扱われる母数 θを確率変数として扱い，ベイズの定理による更新を通じて標
本の情報を取り込むことで，母数推定精度の向上を行う．この特徴からベイズ推定
は，少数データからの推定に有効とされている．
本研究では，事前分布として異種情報源のデータを推定に利用可能であること，

および少数データ活用における合理性から，破損率推定手法開発にあたってベイズ
推定手法を利用することとした．また，手法の簡易化と高精度化の観点から，有用
な事前分布設定方法として自然共役事前分布および階層ベイズモデルに着目した．
自然共役事前分布を利用すると，事後分布が事前分布と同種の確率分布となる．

これにより，事前分布から事後分布への更新を簡易な評価式で記述可能となる利点
がある．階層ベイズモデルは，推定対象の母集団の上層に，母集団間のばらつきを
示す母集団をモデル化した確率モデルである．本モデルを利用することで，事前分
布を記述するためのパラメータも推定対象とすることが出来，結果としてより客観
的な手続きで事前分布の設定が可能となる利点がある．
本章では，ベイズ推定手法の基礎理論および実施手順を，従来の標本統計学に基

づく推定との比較を交えて解説する．また，事前分布設定方法として有用と考えら
れる，無情報性事前分布，自然共役事前分布および階層ベイズモデルについての解
説を行う．

2.2 基礎理論

2.2.1 ベイズの定理

ベイズ推定の核をなすベイズの定理について解説する．ベイズの定理は 1763年に
Bayes[58]によって発見された定理である．以下その概要を解説する．
あるデータDを説明するための仮説Hiが n種類存在し，それ以外に仮説はあり

えず，複数の仮説が正しいことはないとする．
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図 2.1: ベイズの定理

このとき，データDが得られてかつその原因が仮説Hiである確率 P (D ∩ Hi)は
式 (2.1)で求められる．

P (D ∩ Hi) = P (Hi|D)P (D)

= P (D|Hi)P (Hi)
(2.1)

これを変形することで，式 (2.2)のベイズの定理が得られる．

P (Hi|D) =
P (D|Hi)P (Hi)

n∑
i=1

P (D|Hi)P (Hi)

(2.2)

仮説が連続的である場合には，ベイズの定理は式 (2.3)となる．

f(θ|D) =
P (D|θ)f(θ)∫
P (D|θ)f(θ)dθ

(2.3)

θは連続的な仮説であり，ベイズ推定では推定対象母数のベクトルである．

2.2.2 標本統計学および最尤法との相違点

ベイズ推定は，ベイズ統計学の考え方の元で母数推定を行う手法である．ベイズ
統計学は従来の標本統計学と異なり，確率として「主観確率」という独特の定義を
利用している．主観確率に関しては，鈴木らの文献 [59]において肯定否定の両立場
から詳細な議論がなされている．以下本項では，従来の標本統計学に基づく母数推
定手法である最尤法と，ベイズ統計学に基づくベイズ推定手法の相違点を述べる．
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確率の定義

従来の標本統計学では，確率の定義として頻度論的解釈を行っていると考えられ
る．すなわち，試行回数を無限大としたときの相対頻度の極限を確率と定義してい
る [60]．
これに対しベイズ統計学では，次に試行を行った場合に事象Aが発生することへ

の，確信あるいは信念の度合として確率を定義している [59]．この定義を用いた場
合，同じ事象の発生確率であっても，解析者によって異なる値となることが許容さ
れる．
従来の標本統計学は，推定にあたって多数の標本の存在を前提とする．これに対

しベイズ統計学では，ベイズの定理を用いた客観的手続きによる更新により標本に
よる情報を取り入れ，事前分布より精度を向上させた事後分布を評価するという立
場から，少数の標本であっても有効に推定に活用することができる．ただしベイズ
統計学に基づく場合も，標本数が多いほど推定精度が向上するという関係は標本統
計学と変わらず，従って，十分な量の標本を準備する必要性を否定しているわけで
はない．

推定対象母数の扱い

標本統計学では，推定対象の母数 θの真値は，未知であるだけで確定値として存
在するとしている．従って，ある指定された区間内に真値が存在する確率は 1か 0

のいずれかであり，その中間はありえない．このため標本統計学における区間推定
に用いられる 100(1− α)%信頼区間は，「繰り返し多くの異なった標本について信頼
区間を同一の方法で何回も計算した場合，真値を区間内に含むものの割合が 1 − α

となる」[60]と定義される．
これに対してベイズ統計学では，未知の量は全て（主観的定義による）確率変数

として扱われる．ベイズ統計学では標本統計学とは逆に，一度観察されたデータは
不動であり，同手順を踏んだ多数回の標本抽出が行えるとは仮定されていない [26]．
従って区間推定に用いる概念も異なる．例えば 100(1−α)%確信区間であれば，「1−α

の確率で，真値が確信区間内に存在する（と解析者が確信している）」と定義され，
多数回の標本抽出の概念は用いられていない．
従って，数値的に従来の標本統計学と同一の区間推定結果となった場合でも，そ

の意味することが異なることに注意する必要がある．ベイズ推定における区間推定
手法の詳細は，2.3.3項において述べる．

事前情報の利用

観察データ以外の事前情報の利用は，最尤法による推定では認められない．一方
でベイズ推定では，確率の定義として主観確率を採用したことにより，データが得
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られていない事前の段階での解析者の知見を，事前分布 fpri(θ)として推定に反映す
ることを許容している．こうした事前情報の利用による推定精度の向上は，ベイズ
推定利用の大きな利点として挙げられる．
事前分布設定の自由度から，ベイズ推定は解析者によって推定結果を恣意的に操

作可能であるとの批判が存在する．しかし，統計的データに基づかない熟練者の判
断や文書化された経験則は，現実のメンテナンスにおいても活用されている．文書
化された経験則の例として，Thomas[61] は，配管からの漏洩発生頻度を，配管形状
や利用年数などをパラメータとして近似評価する経験式を提案している．これに対
する議論として，Lydell[62]は広く用いられてきたThomasの経験式の妥当性を，そ
の後に得られた配管破損事例データベースを通じて検証し，その限界を明らかにし
ている．また，Beliczeyら [38]は配管径を入力として，漏洩発生件数と破断発生件
数の近似評価式を提案している．
こうした情報の活用を一切認めないという立場は従来のメンテナンスとの整合性

を損なう．また，事前分布に反映する情報を，同種機器に対する事例データベース
といった一定の客観性を持った情報，もしくは情報の根拠を文書化するなどにより
妥当性の議論が可能となっている情報に限定することで，推定に対する恣意性の排
除は可能であると考えられる．

2.3 ベイズ推定手順

事前分布事前分布事前分布事前分布のののの設定設定設定設定
ベイズベイズベイズベイズのののの定理定理定理定理によるによるによるによる更新更新更新更新
事後分布事後分布事後分布事後分布のののの評価評価評価評価

汎用データベース熟練者の経験
検査データ
破損確率故障率 etc.

事前分布事前分布事前分布事前分布のののの設定設定設定設定
ベイズベイズベイズベイズのののの定理定理定理定理によるによるによるによる更新更新更新更新
事後分布事後分布事後分布事後分布のののの評価評価評価評価

汎用データベース熟練者の経験
検査データ
破損確率故障率 etc.

図 2.2: ベイズ推定の手順

図 2.2はベイズ推定の手順を示したものである．以下，各手順について順に解説
する．

2.3.1 事前分布設定

ベイズ推定では，初回の推定前に母数に対する予測を立て，この予測をもとに母
数の確率分布である事前分布を与える．以後，新たな情報を得るたびに，前回の事
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後分布を事前分布として更新していくことにより，母数の推定精度を高めていくこ
とが出来る．この場合，初期の事前分布が適切であれば，少ないデータから母数推
定を比較的精度良く行うことが出来る．
対象機器から得られた検査データ以外の事前情報が存在する場合，この情報をも

とに初期の事前分布を与えることが考えられる．事前情報としては，類似の機器に共
通して使えるデータベース，あるいは熟練者の経験に基づく情報などが考えられる．
事前分布の与え方として，いくつかの有用な手法が知られている．2.4節におい

て，特に有用と考えられる事前分布を示す．

2.3.2 尤度算出・ベイズ更新

まず，観察された事象Dより式 (2.3)中の P (D|θ)を求める．P (D|θ)は，母数が
ある値 θをとるという条件のもとで，Dという事象が得られる条件付確率として計
算できる．
求められた P (D|θ)を用い，式 (2.3)に示したベイズの定理を用いて，事前分布

f(θ)を事後分布 f(θ|D)に更新する．
例として，発生確率 θを母数として持つ二項分布を考える．二項分布の確率密度

関数は，式 (2.4)で与えられる．n回の試行を行い x回の事象発生が確認された場合，
P (D|θ)として式 (2.4)を利用することとなる．

Bi(x|θ, n) =n Cx · θx(1 − θ)n−x (2.4)

ここで式 (2.4)に注目すると，既に観察された事象発生回数xはもはや変動するこ
とはありえず，未知量である母数 θは様々な値を取りえる．このため式 (2.4)の構成
はそのまま，発生回数 xではなく母数 θについての尤度関数 l(θ|x, n)として式を読
み替えることができる．
尤度関数 l(θ|x, n)は，発生回数 xが観察された場合の，母数 θの「尤もらしさ」を

表す関数として位置づけられ，ベイズ推定のみならず従来の母数推定手法である最
尤法においても利用される．

2.3.3 事後分布評価

事後分布をもとに，母数の推定結果を求める．母数の点推定を行いたい場合には，
事後分布の期待値，最頻値，中央値などが利用できる [63]．
推定対象の未知母数が一つのみである場合，事後分布から Credible Intervalを求

めることで母数の区間推定が行える．100× (1− k)%Credible Intervalは，図 2.3に
示すように，母数の事後分布の両端から 100× k/2%の区間を除いた，中央部の区間
である [26]．
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100×(1-k)%100×k/2% 100×k/2%
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bound
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boundCredible interval

図 2.3: 100 × (1 − k)%確信区間

十分な量の観察データを用いてベイズ推定を行った場合，評価される Credible

intervalは標本統計学の信頼区間 (Confidence interval)と数値的に一致する．しか
しながら，標本統計学とベイズ統計学での確率の定義の相違から，Credible interval

とConfidence intervalは意図的に別の用語が用いられる．ただし文献 [27]によって
は，ベイズ統計学に基づく場合でも，“Bayesian confidence interval”のように標本統
計学の定義と異なることを言及した上で信頼区間 (Confidence interval)という用語
を用いる事例も存在する．
我が国では，Credible intervalの訳語が統一されていない．繁桝 [64]は，Credibility

intervalを信頼区間と訳しているが，上記に示した定義の違いから，従来の標本統計
学におけるConfidence intervalと区別した用語を利用すべきと考えられる．その他
のCredible intervalの訳語として，確信区間 [26]もしくは信用区間 [59]などが存在
する．本論文では以降，Credible intervalの訳語を確信区間と統一する．
推定対象の未知母数が複数である場合には，区間推定に最高確率密度領域 (Highest

Probability Distribution(HPD) region)が利用される．最高確率密度領域の概念図を
図 2.4に示す．

100*P%最高確率密度領域は，下記で定義される．

• 領域内の確率密度の積分が 100*P%

• 領域内の任意の母数ベクトルにおける同時確率密度が，領域外の任意の母数ベ
クトルにおけるそれより大きい

また，母数 θが定まれば一意に算出可能となるパラメータψについては，事後分布
より数値積分等を用いて累積確率を求めるか，事後分布に従う乱数を用いてモンテ
カルロシミュレーションを行うことで，母数と同様に区間推定を行うことが出来る．
事後分布は一般にはその形状が複雑であり，逆関数法等の従来の手法による標本

抽出が困難である．これに対し近年，マルコフ連鎖モンテカルロ (Markov Chain

MonteCarlo: MCMC)法によるサンプリングが可能となっており，複雑な事後分布
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最高確率密度領域

図 2.4: 最高確率密度領域

の解析が可能となっている．マルコフ連鎖モンテカルロ法のうち頻繁に用いられる
アルゴリズムとして，Gibbs samplingとMetropolis-Hasting[65][66]が存在する [27]．
本研究では評価手順の簡略化のため，これらのモンテカルロシミュレーションに

基づく事後分布解析法は利用しない．

2.4 有用な事前分布
ベイズ統計学では，事例データベースをはじめとする検査データ以外の情報を，

事前分布 fpri(θ)として推定に利用できる．事前分布には，原理的にはあらゆる種類
の確率分布が利用できる．その一方で推定の利便性などの観点から，頻繁に用いら
れる事前分布の設定手法が存在する．以下，有用な事前分布設定手法を紹介する．

2.4.1 無情報性事前分布

推定対象の母数に関する経験的な知見が一切存在しない場合，母数に関する情報
を一切持たない分布という意味を持つ，無情報性事前分布 (Non-informative prior)

が利用される．
最も単純な無情報性事前分布として，一様分布が用いられることが多い．この事

前分布の設定法は，従来の標本統計学の手法である最尤法との共通性が大きい．し
かし，同一の分布形であっても，異なる形式の式で定義されることがある．例とし
て，ワイブル分布の分布関数として以下の二種類が考えられる．
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F (t|α, β) = 1 − exp

{
−

(
t

β

)α}
(2.5)

F (t|α, λ) = 1 − exp (−λtα) (2.6)

この場合，式 (2.6)の二母数に対して一様分布を与えると，式 (2.5)の母数 βに対
して 0付近に高い確率密度の事前分布を与えることに等しくなる．従って，一様分
布は母集団分布の母数の定義方法に対して不変性がないことから，母数定義方法と
いう情報を反映していることとなり，無情報性事前分布としての利用に疑問が残る．
母数定義方法に対して不変な無情報性事前分布定義方法として，Jeffrey’s prior[67]

が広く用いられている．母集団分布が確率密度関数 f(y|θ)で与えられているとき，
この母集団分布に対する Jeffrey’s priorは，フィッシャー情報量 I(θ)を利用して，式
(2.7)によって求められる．

fpri (θ) = |I (θ)|1/2 (2.7)

where

Iij (θ) = −Ey|θ

[
∂2

∂θi∂θj

ln f (y |θ )

]

2.4.2 自然共役事前分布

一般に事後分布 fpost(θ|A)は，累積確率が陽に式で表現できるとは限らない．こ
の場合，事後分布の分析にあたって，モンテカルロシミュレーションもしくは数値
積分といった，計算負荷の大きい手法の利用が要求される．
その一方で，母数推定対象となる母集団分布の種類によっては，事前分布と事後

分布が同種の確率分布となるように事前分布を設定することができる．このような
事前分布は自然共役事前分布と呼ばれる．自然共役事前分布を利用する場合，ベイ
ズの定理による更新は，主観確率分布の母数の更新式として定式化することが可能
となり，更新の計算負荷が非常に小さくなるという利便性がある．
例として，自然共役事前分布を利用したポアソン分布の母数推定を紹介する．ポ

アソン分布は離散的な観察値が得られる分布であり，式 (2.8)に示す確率密度関数で
表される．

Pn (x |λT ) = e−λT (λT )x

x!
(2.8)

ポアソン分布は，破損率 λが時刻によらず一定である機器の，破損件数の確率モ
デルとして頻繁に利用される．ポアソン分布に対する自然共役事前分布として，式
(2.9)に示す確率密度関数で表される，ガンマ分布が利用できる．
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Ga (λ |α, β ) =
βα

Γ (α)
xα−1e−βx (2.9)

このモデル下で，事前分布として α = αpri, β = βpriのガンマ分布を与え，時間 T

の間に f 件の破損が確認された場合，母数 λの事後分布 fpost(λ|f, T )は式 (2.10)と
して定式化される．

fpost(λ|f, T ) =
Pn (f |λT ) · Ga (λ |αpri, βpri )∫ ∞

λ=0

Pn (f |λT ) · Ga (λ |αpri, βpri ) dλ

=

(
e−λT (λT )f

)
·
(
λαpri−1e−βpriλ

)∫ ∞

λ=0

(
e−λT (λT )f

)
·
(
λαpri−1e−βpriλ

)
dλ

=
λ(αpri+f)−1e−(βpri+T )λ∫ ∞

λ=0

λ(αpri+f)−1e−(βpri+T )λdλ

= Ga (λ |αpri + f, βpri + T ) (2.10)

よって，事後分布 fpost(λ|f, T )は事前分布と同じくガンマ分布となり，その母数
は簡易に算出可能な評価式として定式化できる．従って自然共役事前分布の利用は，
現場で実用可能な程度の評価手法の簡略化という要求に応えることができ，非常に
有効であると考えられる．
自然共役事前分布は，多くの利便性の高い確率分布で利用可能であるが，あらゆ

る確率分布に適用可能なものではない．例として，機器の寿命分布として頻繁に用
いられるワイブル分布には，自然共役事前分布は存在しない．自然共役事前分布を
設定可能な母集団分布のうち，主要なものを表 2.1に示す．Bernardoら [28]は，基
本的な母集団分布に対する自然共役事前分布とそれを用いた事後分布評価式の，有
用な一覧を示している．

表 2.1: 代表的な自然共役事前分布

母集団分布 自然共役事前分布
二項分布 ベータ分布

ポアソン分布 ガンマ分布
指数分布 ガンマ分布
正規分布 平均：正規分布　分散：逆 χ二乗分布
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2.4.3 階層ベイズモデルによる事前分布

従来のベイズ推定手法では，他産業分野の破損情報といった異種の情報は，事前
分布 fpri(θ)を決定する際の情報源として母数推定に活用可能である．しかし本手続
きは，特に推定対象母数の情報源間のばらつきが把握しにくいモデルでは，解析者
の判断に依存するところが大きい．
階層ベイズモデルは，従来の事前分布をも推定対象の母集団としてモデル化する．

これにより，ある特定の母集団母数の推定時に，推定に用いる事前分布を，他の母
集団から得られた観察値を用いて，客観的な手続きにより決定できるという利点が
ある．図 2.5に階層ベイズモデルの構造を示す．

Observed
value

Population
distribution

Population
variability
distribution

O1 O2 O3 On+1

①
E

valuation

②Prior
Information

③Update

Observed
value

Population
distribution

Population
variability
distribution

O1 O2 O3 On+1

①
E

valuation

②Prior
Information

③Update

図 2.5: 階層ベイズモデル

階層ベイズモデルは，複数の情報源のそれぞれについて母集団をモデル化した上
で，これらの母集団の上層に「母集団間のばらつき」を表現する母集団をモデル化
する．下層母集団の母数は上層母集団からの実現値であるとしてモデル化する．こ
れにより下層母集団母数は，上層母集団の分布を事前分布として用いたベイズ推定
によって推定できる．
階層ベイズモデルでは最初に，複数の情報源から得られたデータを用い，上層の

「母集団間のばらつきの母集団」の母数を推定する．このような上層母集団の母数
は，下層母集団母数と区別して，超母数 (hyperparameter)と呼ばれる．続いて，推
定された上層母集団分布を事前分布とし，推定対象である母集団からの観察データ
を用いて更新することで，下層母集団母数のベイズ推定を行う．
階層ベイズモデルに基づく母数推定手法は，フルベイズ手法(Fully Bayesian Method)

と経験的ベイズ手法 (Empirical Bayes Method)の二種類に大別される．Siuら [68]

は，ポンプをはじめとする機器の，プラント間の差異をモデル化した故障確率推定
手法として，フルベイズ手法および経験的ベイズ手法を紹介している．またQuigley
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ら [69]は，脱線をはじめとする，鉄道の稀な事象の発生頻度の推定に，経験的ベイ
ズ手法を適用している．国内では，階層ベイズモデルは主に画像処理や複雑系の解
析などに用いられている [70]．信頼性解析への国内の適用例としては，貝瀬 [51]が，
故障に影響する不確定因子のモデル化のため，階層ベイズモデルの利用を提案して
いる．
フルベイズ手法 (Fully Bayesian Method)は，ベイズ推定を利用し超母数を区間

推定する手法であり，しばしば 2ステージベイズ手法とも呼ばれる．フルベイズ手
法は，超母数推定の不確定性を考慮した推定であるが，事後分布の評価に数値積分
や，後述するマルコフ連鎖モンテカルロ法のような，計算コストが大きい手法の利
用が必要となるため，詳細手法と位置づけられる．本手法を解説した文献として，
Gelmanらの文献 [71]などが挙げられる．
これに対し経験的ベイズ手法 (Empirical Bayes Method)は，超母数を最尤法等を

用いて点推定する手法である．経験的ベイズ手法はフルベイズ手法と比較して，計
算コストが大幅に軽減されるものの，超母数推定における不確定性の取り扱いが課
題となる．最尤法等による点推定値を超母数推定値として利用することで求められ
る事後分布は，超母数推定の不確定性を無視することで危険側の推定となりえるこ
とから，しばしば「無警戒な (Naive)」事後分布と呼ばれる．経験的ベイズ手法につ
いては，Carlinら [27]の著書をはじめとして多くの文献が出版されている．

2.5 結言
本章では，本論文で利用するベイズ推定について，従来の標本統計学に基づく最

尤法との相違点を挙げてその基礎理論を解説するとともに，基本的な推定手順を示
した．
また，有用な事前分布設定方法として，無情報性事前分布，自然共役事前分布お

よび階層ベイズモデルの三種を示した．自然共役事前分布は，事前分布から事後分
布への更新手続きが，簡易な式によって実施可能となる利点を持つ．また階層ベイ
ズモデルは，事前分布の決定をより客観的な手続きで実施可能となる利点を持つ．
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第3章 評価モデル・手法提案

3.1 緒言
本章では，メンテナンス合理化のための破損率推定手法として，以下の要求を満

たす手法の開発を行う．

• 少数のデータから高精度の推定

• 手計算で検算可能なレベルの計算コスト

前者の達成のため，事前分布として従来用いられていない異種の情報源からのデー
タを反映可能な，ベイズ推定手法に基づく推定手法開発を行う．また後者の達成の
ため，事後分布が事前分布と同種分布となる自然共役事前分布を利用し，ベイズ更
新の手続きを陽な式で定式化することで，ベイズ推定の計算コスト抑制を行う．
機器に対する破損メカニズムは多様なものが考えられる．本章ではこのうち，流

れ加速型腐食による減肉を受ける配管の健全性評価手法として，以下の二つの手法
を提案する．

• 線形ベイズ手法

• 拡張ベイズ手法

さらに本章では，複数の産業分野から得られた配管破損データベースを活用し，
各産業分野における配管破損率を高精度に推定する手法として，以下を提案する．

• 安定階層ベイズ手法

流れ加速型腐食による配管減肉は，供用中検査において損傷進行程度および余寿命
の評価が可能な，RIMAPの分類で言うTrendableな破損メカニズムの代表例である．
この減肉に対する評価手法として定式化した線形ベイズ手法は，母数設定方法とい
う障害こそあるものの，利用する物理量や母数を読み替えることで一般のTrendable

な損傷メカニズムに適用可能である．一方で，破損データベースの統計処理による
破損率評価は，各機器についての余寿命評価が不可能である，RIMAPの分類で言
うNon-trendableな破損メカニズムに対する，健全性評価の代表的な手法である．
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従って提案手法は，構成する三種の手法によってTrendableとNon-trendableの双
方の破損メカニズムを想定可能であり，広範囲の破損メカニズムに応用可能と考え
られる．
提案手法を構成する三手法による評価が不可能な破損メカニズムとして，供用中

検査により余寿命評価が不能であり，かつ破損率に時刻依存性が存在するメカニズ
ムが挙げられる．

3.2 破損確率推定手法の構成
本章における提案手法は，以下の三つの手法から構成される．

1. 線形ベイズ手法（3.3節）

2. 拡張ベイズ手法（3.4節）

3. 安定階層ベイズ手法（3.5節）

線形ベイズ手法では，破損メカニズムとして流れ加速型腐食による配管減肉を仮
定する．線形ベイズ手法は，減肉の進行速度である減肉率を時刻によらず一定とモ
デル化し，破損確率の形式で配管の健全性評価を行う．推定にあたって，従来用い
られてきた供用中検査における測定肉厚のほかに，類似配管の減肉率事例や経験的
な寿命などの情報を事前分布として反映可能である．
線形ベイズ手法では，検査回数の増大とともに減肉率の推定精度が大きく向上す

る．この結果，腐食の影響因子のゆらぎ・変化による減肉率変化の影響が無視でき
ないことが考えられる．拡張ベイズ手法は，このような減肉率変動が不確実ながら
発生しうるモデル下で適用可能となるように，線形ベイズ手法の追加手順を整備し
た手法である．拡張ベイズ手法は十分な検査回数と測定点数があれば，減肉率の時
間変化の影響を詳細に推定可能である．また，検査回数と測定点数のいずれかが不
足する場合においても，減肉率変動によるモデル誤差に対して保守性を与えた評価
が可能である．
安定階層ベイズ手法は，破損率が低く推定に資する破損事例が少数となる，配管

の偶発故障について，産業横断型の破損データベースを作成することで破損情報の
不足を補うケースを想定する．産業分野間で配管破損メカニズムの多くは共通する
ものの，プロセス流体や流速，検査頻度等の産業間の相違も多い．このような産業
分野間の差異のモデル化手法として，階層ベイズモデルが有効と考えられる．階層
ベイズモデルを利用した破損率推定手法のうち，比較的簡易な手法として，経験的
ベイズ (Empirical Bayes)手法が知られている．経験的ベイズ手法では，産業分野間
の差異を表す母集団の推定に最尤法を利用する事例が多いが，推定が不可能となる
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事例が存在するなどの問題がある．安定階層ベイズ手法は，一般的な経験的ベイズ
手法の手順を改良することで，常に安定した推定を実施可能とした手法である．
機器に対する破損メカニズムは，上記の三手法で考慮した流れ加速型腐食による

減肉および配管の偶発故障のほかに，多様なものが考えられる．RIMAP[9]では機
器に対する破損メカニズムを，損傷進展速度や余寿命が推定可能な Trendableタイ
プと，進展速度や余寿命の推定が困難・不可能なNon-trendableタイプに分類して
いる [8]．
流れ加速型腐食による配管減肉は，残存肉厚が余寿命と線形関係にあるとモデル

化可能であり，RIMAPの分類で言うTrendableな破損メカニズムの代表例である．
従って線形ベイズ手法は，Trendableな破損メカニズムに対する健全性評価手法の
代表例と位置づけることが出来る．また，線形ベイズ手法は定式化に用いた物理量
や母数を読み替えることで，一般のTrendableな損傷メカニズムに応用可能である．
拡張ベイズ手法は線形ベイズ手法と比較して，一般の Trendableな破損メカニズム
への応用は困難である．しかし減肉以外の破損メカニズムでは，供用中検査による
余寿命評価精度が劣るため相対的に損傷進行速度変動の影響が小さく，従って拡張
ベイズ手法の利用は必要でないと考えられる．
一方で，RIMAPの分類で言うNon-trendableな破損メカニズムに対しては，機器

単体の健全性評価は困難である．このため，過去の類似機器の破損事例を統計処理
することで破損率の評価が行われる．破損率一定として過去の破損事例より破損率
評価を行う安定階層ベイズ手法は，このような Non-trendableの破損メカニズムの
多くに適用可能であると考えられる．
以上から提案手法は，構成する三つの手法を適切に使い分けることで，Trendable

とNon-trendableの双方のタイプの，広範囲の破損メカニズムに対して応用が可能
と考えられる．以上をまとめた本章の提案手法の構成図を，図 3.1に示す．提案手法提案手法提案手法提案手法Trendable(FACによる配管減肉) 3.5安定階層ベイズ手法

Non-trendable(破損データベース活用)3.3 線形ベイズ手法
3.4 拡張ベイズ手法モデル拡張 ×（時刻依存性を持つ破損率推定）

提案手法提案手法提案手法提案手法Trendable(FACによる配管減肉) 3.5安定階層ベイズ手法
Non-trendable(破損データベース活用)3.3 線形ベイズ手法

3.4 拡張ベイズ手法モデル拡張 ×（時刻依存性を持つ破損率推定）
図 3.1: 提案手法の構成
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提案手法によって網羅されていない破損メカニズムとして，以下が挙げられる．

• Non-trendableな破損メカニズムのうち，破損率が時刻に依存するもの

3.3 線形ベイズ手法
本節では，流れ加速型腐食 (Flow acceralated corrosion)により減肉が進行する，

エルボ・オリフィス下流等の配管部位に対する健全性評価手法として，線形ベイズ
手法の提案を行う．線形ベイズ手法は，水質をはじめとする腐食要因について，適
用範囲を限定していない．従って，線形ベイズ手法は適用対象となる産業分野を原
子力分野等の単一のものに限定せず，石油科学分野をはじめとするあらゆる産業分
野に適用可能と考えられる．
線形ベイズ手法はベイズ推定手法に基づいて定式化されており，類似配管の事例

をはじめとする異種の情報を事前分布として利用可能であるため，特に少検査回数
の配管部位について推定精度の向上が期待できる．線形ベイズ手法では，事前分布
を自然共役事前分布に限定することで，事後分布の母数を陽な式で定式化している．
この結果線形ベイズ手法は，解析にあたって数値積分等のコストの必要な手順を必
要としない特徴を持つ．
また線形ベイズ手法は，配管部位の健全性を破損確率の形式で評価する．これを

利用して，事前に許容破損確率 aを設定することで，余寿命の推定精度に応じた検
査間隔の設定を行うことを提案する．

3.3.1 損傷進行および検査のモデル

以下，線形ベイズ手法の利用にあたっておいたモデルを解説する．従来の減肉管
理との整合性を保つため，機械学会規格 [20][21]による前提条件および定義を，その
まま利用可能とすることを目的としたモデル化を行った．
流れ加速型腐食により，肉厚は時刻に対して一定速度で減少するとする．すなわ

ち，稼動時間 T の時点において，残存肉厚 t(T )が式 (3.1)の関係にある．

t(T ) = t0 − R · T (3.1)

ここで t0は初期肉厚であり，Rは減肉率である．初期肉厚 t0,減肉率Rは空間的
に値がばらつく確率変数であり，時刻に対しては変動しない．ここで，機械学会減
肉管理規格 [20][21]に合わせ，基準で要求される必要最小厚さ tsrを満足できない状
況を，破損と定義する．すなわち，配管部位内でmin{t(Tfailure)} = tsrが成立する
時刻 Tfailureにおいて，対象配管部位は破損すると定義する．必要最小厚さ tsrは空
間や時間に依存しない．
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流れ加速型腐食による減肉は配管部位内の広範囲に減肉を引き起こし，機械学会
規格 [20][21]では肉厚測定点を十分狭い間隔で設定することを要求している．以上
の根拠から，任意の時刻 T において配管部位内で肉厚が最小となる点は，設定され
た測定点に必ず含まれるとモデル化する．
推定にあたり，検査データ以外に初期肉厚 t0,減肉率Rの分布推定に資する情報

が利用できるとする．初期肉厚 t0については，公称肉厚および公差が情報源となる．
減肉率Rの空間分布は，減肉率の事例データベースを整備し，これを情報源とする
ことができる．例として，BWR減肉管理規格 [20]では，配管系等と流れ加速型腐食
に対する減肉管理ランクで整理した，減肉率の事例ヒストグラムを示している．ま
た，PWR減肉管理規格 [21]や火力設備減肉管理規格 [18]では，初回の検査時期決定
のための初期設定減肉率を与えており，この大小は減肉率Rの空間分布の情報源と
なりうる．また，流れ加速型腐食に対しては，減肉量を予測する評価コードがいく
つか開発されている．例としてKastnerら [78]による減肉率経験式に基づいて，評
価コードWATHECが開発されている [77]．配管部位に対してこうした検査データ
以外の評価結果が存在する場合には，これを減肉率Rの分布の情報源としての利用
することも考えられる．
以下，母集団全体ではなく，特定の一測定点 kのみを考える．図 3.2に，測定点 k

に対する破損の進行と検査のモデルを示す．

Time

Residual thickness
Tfailuretsr

rktki
Ti

tk0
Time

Residual thickness
Tfailuretsr

rktki
Ti

tk0

図 3.2: 線形ベイズ手法における損傷累積モデル

特定の測定点 kについては，t0,Rの実現値 tk0,rkが存在する．従って，時刻 T に
おける残存肉厚 tk(T )は式 (3.2)により求められる．

tk(T ) = tk0 − rk · T (3.2)

仮に測定点 kの初期肉厚 tk0,および減肉率 rkの値を既知とした場合には，測定点
kの残存肉厚 tk(T )を式 (3.2)より一意に算出できる．結果として，残存肉厚 tk(T )が
必要最小厚さ tsrに到達する破損時刻 Tfailureについても，一意に算出できる．しか
し，減肉率 rkの値を直接測定することは不可能である．また初期肉厚 tk0について
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も，数多く存在する供用前検査が実施されていない配管については未知である．従っ
て，未知量である初期肉厚 tk0,減肉率 rkの値を検査データを用いて推定し，推定精
度を考慮して健全性評価を行う必要がある．
線形ベイズ手法では，ベイズ推定の考え方に従い，測定点 kの初期肉厚 tk0,減肉

率 rkに主観確率の分布を与えて推定を行う．推定結果として得られた tk0,rkの事後
確率分布より，時刻 T における測定点 kの残存肉厚 tk(T )についても確率分布とし
て評価が可能である．
評価対象となる測定点 kに対して過去に 1回以上の検査が行われ，i回目の検査結

果として測定肉厚 tkiが得られているとする．測定点 kの残存肉厚 tk(T )が tk0,rkか
ら式 (3.2)で与えられるとき，時刻 Tiにおける測定肉厚 tkiは，式 (3.3)に示す正規
分布からの実現値と仮定する．

fins (tins |tk0, rk ) = N
(
tins

∣∣tk(Ti) , σ2
ins

)
(3.3)

ここでN(x|µ, σ2)は平均値 µ,分散 σ2の正規分布の確率密度関数を示す．σ2
insは

測定肉厚の分散であり，単一の検査による肉厚測定誤差の大きさを示す．同時期に
同一の測定点に対し複数回の肉厚測定が行われた場合，これらの肉厚測定は別個の
検査として扱わず，σ2

insを減少させることにより「精度の高い一回の検査」として
取り扱う．σ2

insは既知・一定と仮定する．ベイズ推定を行う際には，式 (3.3)の分布
を母集団分布と考え，母集団平均に含まれる初期肉厚 tk0,減肉率 rkを母数とみなし
て推定する．
配管の肉厚測定には，超音波厚さ測定器が広く用いられている．こうした肉厚測

定機器は通常，測定値に対して誤差が小さく，また上下限が真値に対して対称な条
件での校正が行われるため，測定値分布の歪度は低いと考えられる．従って，肉厚
測定値の母集団分布として式 (3.3)に示した正規分布を仮定することは妥当と考えら
れる．

3.3.2 破損確率評価手法

本項では，線形ベイズ手法による破損確率評価の詳細を述べる．線形ベイズ手法
はベイズ推定手法に基づき，配管部位の健全性を，推定の不確実性を考慮した破損
確率の形式で評価できる．また，減肉率事例データベース等の事前情報を推定に利
用することにより，検査回数が少数である場合の推定精度向上が期待できる．
一般にベイズ推定手法は，確率評価にあたって，数値積分等の計算コストの大き

い手法の利用が必要であり，現場での利用は困難である．線形ベイズ手法の計算コ
ストは，自然共役事前分布の利用により，最小自乗法と同程度にまで抑制されてお
り，現場での実用に十分耐えうる水準にあると考えられる．
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線形ベイズ手法における破損確率評価は，事前分布設定，事後分布算出，破損確
率評価の三段階を経て行う．本項では，各段階の詳細について解説するとともに，本
研究で定式化された評価式を示す．

事前分布設定

まず，測定点 kにおける初期肉厚 tk0,減肉率 rkの事前分布を与える．多数の機器
について，計算負荷の大きい数値シミュレーションや数値積分を利用した評価を行
うことは，負担が大きく現実的ではない．計算負荷抑制のためには，自然共役事前
分布を利用し，ベイズ推定の手順を簡易な評価式として定式化することが望ましい．
そこで，初期肉厚 tk0,減肉率 rkの事前分布 fprior(tk0, rk)として，自然共役事前分布
である式 (3.4)の二変量正規分布を与えることとした．

fprior (tk0, rk) = N
(
tk0

∣∣µprior
t , (σprior

t )2
)
· N

(
rk

∣∣µprior
r , (σprior

r )2
)

(3.4)

初期肉厚 tk0,減肉率 rは確率変数 t0,Rの実現値であることから，式 (3.4)におけ
る事前分布の母数は，t0,Rの分布に基づいて定める．式 (3.4)の事前分布は，計算負
荷の抑制を目的とした仮定である．実際には，特に減肉率 rの事前分布は，対数正
規分布等の裾の長い分布を利用すべき場合が考えられる．こうした自然共役事前分
布が適用可能となる限界の調査と，自然共役事前分布の利用が困難となる場合の取
り扱いは，5.2節において述べる．

事後分布算出

次に，事前分布と検査による測定肉厚より，事後分布を求める．i回目の検査が時
刻 Tiに行われ，検査結果として測定肉厚 tkiが得られているとする．対象の測定点
kに n回の検査が行われたとするとき，初期肉厚 tk0と減肉率 rkの尤度は，式 (3.3)

より，式 (3.5)として求められる．

l (tk0, rk |tk,T) =
n∏

i=1

N
(
tki

∣∣tk0 − rk · Ti, σ
2
ins

)
(3.5)

事前分布として，自然共役事前分布である二変量正規分布を利用しているため，事
後分布も二変量正規分布となる．式 (2.3),式 (3.4),式 (3.5)より，事後分布を式 (3.6)

に示す二変量正規分布として定式化した．

fposterior (tk0, rk |tk,T) = N

(
tk0

∣∣∣∣t̄k + r · T̄ ,
σ2

ins

n + n0

)
· N

(
r
∣∣µlin

k , (σlin
k )2

)
(3.6)

where
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n0 =
σ2

ins

(σprior
t )2

T̄ =

∑n
i=1 Ti

n + n0

t̄k =

∑n
i=1 tki + n0 · µprior

t

n + n0

1

(σlin
k )2

=
1

σ2
ins

{
n∑

i=1

T 2
i − (n + n0) · T̄ 2

}
+

1

(σprior
r )2

µlin
k

(σlin
k )2

=
1

σ2
ins

{
(n + n0) · T̄ · t̄k −

n∑
i=1

Titki

}
+

µprior
r

(σprior
r )2

式 (3.6)を用いることで，最小自乗法と同程度の計算コストで事後分布を評価でき
る．機械学会規格 [20][21]では，測定点 kの減肉率 rkの評価に最小自乗法を利用し
ているため，式 (3.6)の計算コストは実用に耐えうる範囲内と考えられる．

破損確率評価

最初に，機器の最も脆弱な点が既知である場合，すなわち配管部位内に測定点が
一点のみである場合の破損率評価手順を述べる．
破損確率を求める時刻 Tn+1における予測肉厚分布を評価する．時刻 Tn+1におけ

る残存寿命率 t(Tn+1)の予測分布を，式 (3.6)の事後分布を用いて式 (3.7)として定
式化した．本評価式は，最小自乗法の式に事前分布項が加わり，分子分母それぞれ
の式として分解したものとみなすことが出来，計算コストも従来の最小自乗法と同
程度である．

fpredict (tk (Tn+1)| tk,T) = N
(
tk (Tn+1)

∣∣t̂n+1, σ
2
predict

)
(3.7)

where

t̂n+1 = t̄k − µlin
k ·

(
Tn+1 − T̄

)
σ2

predict =
σ2

ins

n + n0

+ (σlin
k )2 ·

(
Tn+1 − T̄

)2

式 (3.7)の残存寿命率分布を利用して，対象機器の破損確率を評価する．式 (3.7)中
の t̂n+1および σpredictを用いて，対象機器の破損確率は式 (3.8)のように書き表せる．

Pfailure (Tn+1| tk,T) = Φ

(
− t̂n+1 − tsr

σpredict

)
(3.8)
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ここでΦ(z)は標準正規分布の累積確率を示す．
次に，対象配管部位内の測定点が複数である場合の破損率評価手順を述べる．
最も脆弱な測定点について推定される破損確率は，一測定点のケースと同様に正

確と考えれられる．従って，破損確率を求める時刻 T において，最も脆弱な測定点
を推定し，その測定点の破損確率を部位全体の破損確率として採用すれば，実際の
破損確率に対して安全側となる．従って，多測定点のモデルにおける破損確率評価
式は，式 (3.8)を書き換えて式 (3.9)として与えられる．

Pfailure (Tn+1| t,T) = Φ

(
− t̂min − tsr

σpredict

)
(3.9)

where

t̂min = min
(
t̄k − µlin

k ·
(
Tn+1 − T̄

))
σ2

predict =
σ2

ins

n + n0

+ (σlin
k )2 ·

(
Tn+1 − T̄

)2

3.3.3 検査間隔合理化への活用法

線形ベイズ手法によって評価される予測肉厚分布は，予測肉厚の推定精度に応じ
た分散を持つ正規分布となる．従ってあらかじめ許容破損確率 aを設定し，破損確
率が許容破損確率 a以下となるような Tn+1を求め，次回検査時刻として設定するこ
とで，推定精度に応じた検査間隔の設定が可能となる．

時刻
残存肉厚

Tfailuretsr
r

Tn+1
tk0

100*a% 時刻
残存肉厚

Tfailuretsr
r

Tn+1
tk0

100*a%
検査回数少 検査回数多

時刻
残存肉厚

Tfailuretsr
r

Tn+1
tk0

100*a% 時刻
残存肉厚

Tfailuretsr
r

Tn+1
tk0

100*a%
検査回数少 検査回数多

図 3.3: 線形ベイズ手法による検査合理化

図 3.3は，線形ベイズ手法を利用した検査合理化の模式図である．検査回数が少数
である場合，予測肉厚分布の分散は大きい．従って次回検査実施時点において，肉
厚について必要最小厚さ tsr に対し十分な余裕を確保することが要求される．結果
として時間軸についても，破損寿命の点推定値 T̂failureに対して十分な余裕を与えた
検査計画が要求される．検査回数の増加とともに予測肉厚分布の分散は減少し，次
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回検査時期実施時点における肉厚の余裕への要求も縮小する．結果として，破損寿
命の点推定値 T̂failureに対して要求される，時間軸についての安全裕度も，検査回数
に応じて減少する．これにより，余寿命に対して一律の安全裕度を要求する従来規
格と比較して，少回数の検査しか実施されていない配管部位についてはより詳細な
検査が要求され，十分な検査を経た配管部位については長い検査間隔を許容可能と
なる，
式 (3.8)に基づき，測定点 kの破損確率が許容破損確率 aに到達する時刻 Tn+1を，

式 (3.10)として定式化した．肉厚測定精度に対して余寿命が十分大きければ，簡略
化した評価式 (3.11)が利用できる．

Tn+1 =

µlin
k t̄res

k −
√

(µlin
k )2(t̄res

k )2 − R2
sq

{
(t̄res

k )2 − β2 σ2
ins

n+n0

}
R2

sq

+ T̄ (3.10)

≃ t̄res
k

µlin
k + βσlin

k

+ T̄

(
t̄res
k ≫ β

σins√
n + n0

)
(3.11)

where

R2
sq = (µlin

k )2 − β2(σlin
k )2

t̄res
k = t̄k − tsr

β = −Φ−1 (a)

ここでΦ−1(p)は，標準正規分布の逆関数である．複数の測定点を含む配管部位に
ついては，各測定点に対して式 (3.10)もしくは式 (3.11)を用いて Tn+1を評価し，評
価結果のうち最小のものを利用すればよい．

3.3.4 一般のTrendable損傷メカニズムへの応用

余寿命評価可能な破損メカニズムは，減肉以外にも複数存在する．余寿命評価技
術の例として我が国では，Windows上で動作するボイラ，タービン設備の余寿命診
断システム（RETシステム: Residual Life Evaluation of Thermal Power Plants）が
開発されている．このシステムは，平成 5年度から平成 11年度にかけて，（財）発
電設備技術検査協会によって実施された，設備診断技術実証試験 [72][73][74]におけ
る成果として開発されたものである．また筆者ら [75]は，本システムのオンライン
バージョンを構築し，インターネット上 [76]からボイラ・タービン設備の一次損傷
評価を可能とした．
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将来的には線形ベイズ手法を，これらの余寿命評価技術が開発されている破損
メカニズムに対して応用することが考えられる．以下，線形ベイズ手法を，一般の
Trendableな損傷メカニズムに応用する場合のモデルについて解説する．
健全性の指標として，余寿命と線形の関係にある「残存寿命率 l(T )」を考える．初

期残存寿命率 l0は，加工・取り付けなどの稼動開始前の取り扱いによる損傷の蓄積
により，機器によって異なる値を取るものとモデル化する．残存寿命率は時刻に対
して一定の損傷進行速度 rで減少し，限界寿命率 lfailureに到達した時点で破損が発
生するとモデル化する．また i回目の検査結果より，残存寿命率 liが評価されると
する．
以上の損傷進行モデルは，流れ加速型腐食による減肉進行モデルと類似している．

このため，いくつかの物理量や母数を読み替えることで，流れ加速型腐食による減
肉について定式化された線形ベイズ手法の評価式を，上記の一般化したモデルに応
用可能である．表 3.1に，具体的な読み替え方法を示す．

表 3.1: 一般化モデルへの線形ベイズ手法応用のための読み替え

FAC減肉モデル 一般化モデル
残存肉厚 tk(T ) 残存寿命率 l(T )

初期肉厚 tk0 初期残存寿命率 l0
減肉率 rk 損傷進行速度 r

必要最小厚さ tsr 限界寿命率 lfailure

測定肉厚 tki 評価残存寿命率 li

例として，時刻Tiにおいて実施された i回目の供用中検査結果より，全寿命Tfailure

に対する余寿命の比Tfailure −Tiが，残存寿命率 liとして評価される場合のモデルあ
てはめを述べる．この場合，限界寿命率 lfailureは 0とおける．損傷進行速度 rは全
寿命 Tfailureの逆数に対応するが，加工・取り付け時の損傷の累積による初期残存寿
命率 l0のばらつきのため，厳密には一致しない．このとき初期残存寿命率 l0の事前
分布は，平均が 1であり，加工・取り付けの精密さに応じた分散の事前分布として
設定する．損傷進行速度 rの事前分布は，破損寿命についての類似機器のヒストグ
ラムや経験的な知見より，その逆数の分布を与えるといった取り扱いが可能である．
一般の破損メカニズムへの応用における課題として，余寿命評価結果は一般に，

測定可能な物理量と線形関係にないことが挙げられる．このため実用にあたっては，
肉厚測定精度として容易に設定可能であった減肉モデルと異なり，余寿命評価精度
σinsの設定方法が課題となる．また，検査実施時期によって余寿命評価精度 σinsが
変動することも考えられ，これに対する定式化の必要性も考えられる．
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3.4 拡張ベイズ手法
線形ベイズ手法では，配管減肉のメカニズムとして流れ加速型腐食を仮定した．流

れ加速型腐食は，水質や流速等の腐食条件が一定であれば，時刻に対して線形に減
肉が進行する [19]．これを受けて，機械学会規格 [20][21][18]では減肉率を一定とし
てモデル化している．線形ベイズ手法においてもこれを継承し，減肉率が時刻に対
して一定であるモデルを考えた．従って線形ベイズ手法は，腐食環境が適切にモニ
タリングされ，一定に制御されている限り，減肉配管の健全性を適切に評価できる．
一方で，腐食環境のモニタリングが実施されていない配管部位については，環境

変化による減肉率変化の見逃しにより，線形ベイズ手法の利用が安全裕度の過剰な
削減，もしくは過剰な安全裕度の付加につながりうる．またプラント運用の都合か
ら内部流体の水質を変化させることで，減肉率変化が不確実ながら発生しうる場合
が存在する．配管部位の検査間隔合理化のためには，こうした「不確実ながら存在
しうる」減肉率変化に対して柔軟な評価が可能となるように，もしくは最低限保守
的な評価が可能となるように，線形ベイズ手法の拡張を行うことが必要となる．
安全性担保には二種類のアプローチが考えられる．一つは，減肉率の時間変化を計

測もしくは推定し，時刻に対して異なる減肉率を詳細に推定するアプローチである．
減肉現象の速度を決定する要因は多岐に渡り，結果として要因の一つの微小変化

が考慮すべき減肉率変化を引き起こすかは不確実であるため，減肉率変化を直ちに
検知することは困難である．このため減肉の管理規格では一般的に，検査による肉
厚測定値の大変化が発生した場合にのみ減肉率変化を考量するという取り扱いがな
されている．例えば，石油化学プラントのリスクベース検査規格であるAPI581，お
よびRIMAPの石油化学ワークブックにおいては，減肉管理において利用する減肉
率について，減肉率変化が存在しないことを確認するために短期的な減肉率と長期
的な減肉率の双方の評価を要求している．また我が国の BWR減肉管理規格では解
説において，減肉率変化を考慮して有効なデータのみから減肉率推定を行う条件の
一つに，厚さの経年変化に不連続が認められることを挙げている．本節では，流れ
加速型腐食の影響パラメータがいずれも，配管部位内の広範囲に共通するものであ
ることに着目し，検査による部位内の測定肉厚の系統的変化を減肉率変化に由来す
るものと仮定することで，減肉率の時間変化を推定する「修正項アプローチ」を提
案する．
安全性担保のもう一つのアプローチは，発生しうる減肉率変化に対して保守性を

含んだ減肉率を推定するアプローチである．本節では，発生しうる減肉率変化に対
して保守性を含んだ減肉率推定を行うアプローチとして，「誤差項アプローチ」をあ
わせて提案する．誤差項アプローチは推定に資する情報が不足する場合でも活用可
能であるが，検査の合理化を行う上では過剰な保守性の要因となり得る．従って誤
差項アプローチは，修正項アプローチが利用不可能となる場合の代用手法として位
置づける．
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以上の二つのアプローチはいずれも，線形ベイズ手法の追加手順として定式化を
行う．以下，修正項アプローチもしくは誤差項アプローチの手順追加を行った破損
確率評価手法を，拡張ベイズ手法と記す．

3.4.1 減肉率時間変化モデル

拡張ベイズ手法では，従来手法による減肉管理との整合性を保つため，線形ベイ
ズ手法における減肉及び検査のモデルをそのまま利用する．
これに加えて，新たに減肉率の時間変化を以下のようにモデル化する．起動停止

等をきっかけとして，腐食環境の微小な変化が発生し，減肉率が変化する．流れ加
速型腐食の減肉率に影響する主要な環境は，水質や平均流速をはじめとして，いず
れも部位全体あるいは広範囲に共通するものである [19]．従って，任意の時刻にお
ける環境変化による減肉率変化量は，測定点間できわめて強い相関を持つと考えら
れる．そこで，減肉率の位置依存性は初期減肉率のみに反映されるとし，任意の時
刻における減肉率変化量は全測定点で一致すると仮定した．すなわち，測定点 kの
時刻 T における減肉率 rk(T )は式 (3.12)で表される．

rk (T ) = rk0 + ∆r (T ) (3.12)

ここで rk0は測定点 kの初期減肉率である．∆r(T )は稼動開始時点と比較した時刻
T における減肉率変化量であり，部位中の全測定点で等しい．減肉率変化過程の詳
細なモデル化は困難であるため，計算上のメリットを優先し，減肉率変化量∆r(T )

は，ドリフト項のない分散増加速度∆σ2のウィーナー過程 [79][80]に従って時間変
化するとモデル化した．ウィーナー過程の利用の利点を以下に列挙する．

• 時間経過による減肉率および肉厚の変化量が正規分布に従う．

線形ベイズ手法によるこれらの事後分布も正規分布であるため，減肉率変動の
影響を正規分布母数の評価式として簡易に定式化が可能となる．

• 減肉率時間変動過程が，分散増加速度∆σ2という単一の母数で表現できる．

現実の減肉率変動は離散的であり，変動発生頻度とその大きさなどの母数で指
定することが妥当と考えられるが，これらの母数を精密に与えることは困難が
予想される．減肉率変動過程を連続的な変動過程で近似し，変動の大小を表す
単一の母数で表現可能とすることで，母数設定が比較的容易となる．

分散増加速度∆σ2は既知・一定であるものと仮定して定式化を行う．実用上は∆σ2

の精密な推定は困難であり，経験的に安全側の値を設定する必要がある．仮に時刻
T における減肉率 r(T )が既知であり，減肉率が時刻に対して分散増加速度∆σ2の
ウィーナー過程に従って変化するとき，時間∆T 経過後の減肉率変化量∆r(∆T ) =
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r(T +∆T )−r(T )は式 (3.13)に従う [79]．また,減肉量−∆t(∆T ) = t(T )−t(T +∆T )

はウィーナー過程の時間積分から，式 (3.14)の正規分布として定式化できる．

frate (∆r(∆T )) = N
(
∆r(∆T )

∣∣0, ∆T∆σ2
)

(3.13)

fthick (−∆t(∆T )) = N

(
−∆t(∆T )

∣∣∣∣r (T ) · ∆T,
∆T 3

3
∆σ2

)
(3.14)

3.4.2 破損確率評価手順

本節では，線形ベイズ手法の拡張を行い，3.4.1節において述べた減肉率時間変化
モデル下で破損確率評価が可能な，拡張ベイズ手法として提案する．

Corrosion Rate EvaluationUsing linear-Bayes method

Correction Term Approach
Thickness PredictionFailure Probability Evaluation

Number of Inspections 1 or 2
Correction-term efficiency e ≦0

Error Term Approach

Corrosion influence factor Extended-Bayes Method

Thickness PredictionFailure Probability Evaluation

•Uniform
•Not monitored•Fluctuate

Corrosion Rate EvaluationUsing linear-Bayes method

Correction Term Approach
Thickness PredictionFailure Probability Evaluation

Number of Inspections 1 or 2
Correction-term efficiency e ≦0

Error Term Approach

Corrosion influence factor Extended-Bayes Method

Thickness PredictionFailure Probability Evaluation

•Uniform
•Not monitored•Fluctuate

図 3.4: 線形および拡張ベイズ手法による破損確率評価手順

図 3.4は，本節で提案する破損確率評価手順を示したものである．最初に，配管
部位中の測定点 kについて，線形ベイズ手法による減肉率 rlin

k の事後分布評価を行
う．線形ベイズ手法の事後分布評価式 (3.6)のうち，減肉率に関連する項を式 (3.15)

に再掲する．流速・水質等の腐食環境がモニタリングされ，一定に制御されている
配管部位に対しては，線形ベイズ手法に基づいた破損確率評価を実施する．モニタ
リングが実施されていない配管部位に対しては，以下の手順で拡張ベイズ手法によ
る破損確率評価を実施する．

flinear

(
rlin
k |tk,T

)
= N

(
rlin
k

∣∣µlin
k , (σlin

k )2
)

(3.15)
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where

n0 =
σ2

ins

(σprior
t )2

T̄ =

∑n
i=1 Ti

n + n0

t̄ =

∑n
i=1 tki + n0 · µprior

t

n + n0

1

(σlin
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=
1

σ2
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T 2
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σ2
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{
(n + n0) · T̄ · t̄k −

n∑
i=1

Titki

}
+

µprior
r

(σprior
r )2

最初に，検査回数をはじめとする基準により利用アプローチの判定を行う．判定
結果に基づき，修正項アプローチ (Correction Term Approach)もしくは誤差項アプ
ローチ (Error Term Approach)のいずれかの手順に従い，線形ベイズ手法の減肉率
事後分布を修正する．最後に，修正された減肉率事後分布を利用して破損確率評価
を行う．以下，各手順の詳細と定式化を示す．

利用アプローチ判定

拡張ベイズ手法は，修正項アプローチおよび誤差項アプローチと名付けた二種類
の減肉率評価手順を含み，検査回数等の条件によりこれらを使い分ける．ここでは，
利用すべきアプローチの判定基準について述べる．
アプローチ判定の第一段階として，検査回数nによる判定を行う．修正項アプロー

チでは評価式の定式化にあたって，検査回数が十分多いことを仮定している．従っ
て，この仮定を満たさない，検査回数が 2回以下のケースでは，修正項アプローチ
の代用として提案する，誤差項アプローチを利用するべきである．
検査回数 3回以上の配管部位に対しては，判定の第二段階として，アプローチの

評価精度の差を表す，修正項有効度 eに基づく判定を行う．修正項アプローチでは，
線形ベイズ手法と比較して減肉率の時間変化量まで含めた推定が行えるため，特に
減肉率変化の影響が大きい累積稼動時間が長い配管について減肉率推定精度の向上
が期待できる．しかし，修正項の推定誤差が追加される影響で，累積稼働時間が短
く減肉率変化に伴う影響が特に小さい場合には，線形ベイズ手法と比較して逆に減
肉率推定精度が悪化する．誤差項・修正項アプローチのいずれを利用すべきかの判
断基準として，評価結果の事後分布分散が小さいアプローチの採用が考えられる．
従って，式 (3.16)で求められる修正項有効度 eを，判断基準の指標として提案する．
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修正項有効度 eが正となる場合には修正項アプローチを利用し，それ以外では誤差
項アプローチを利用する．

e =
(Tn − T0)

3
∆σ2 −

(
2σ2

ins

m (Tn − Tn−1)
2 + (σlin

ave)
2 +

(Tn − Tn−1)

3
∆σ2

)
≃ (Tn−1 − T0)

3
∆σ2 − 2σ2

ins

m (Tn − Tn−1)
2 (3.16)

ここで (σlin
ave)

2は，線形ベイズ手法による減肉率空間平均値 rlin
aveの事後分布分散で

ある．検査回数 3回以上であれば，(σlin
ave)

2は，式 (3.16)中の他の項と比較して小さ
な値となるため，実際のアプローチ判定においては無視しても影響は小さい．

修正項アプローチ

修正項アプローチは，減肉率時間変化モデルの下で，最新の検査実施時刻Tnにお
ける測定点 kの減肉率 rk(Tn)の推定式を定式化し，線形ベイズ手法による減肉率事
後分布を修正する式として整理したものである．以下，修正項アプローチの定式化
を示す．減肉率変化の影響が小さい減肉率推定手法として，直近二回の測定肉厚の
みから一様事前分布を用いて推定を行う手法が挙げられる．以下，本手法を Point

to Point法と呼び，PtoP法と略記する．式 (3.3)と式 (3.14)を用いて，式 (3.14)の
平均値に含まれる減肉率 r(T )のベイズ推定を行うことにより，PtoP法による減肉
率 rk(Tn)の事後分布が，式 (3.17)に示す正規分布として定式化される．

fptop (rk (Tn)| tk,T) = N
(
rk (Tn)|µptop

k , (σptop
k )2

)
(3.17)

where

µptop
k =

tk(n−1) − tkn

Tn − Tn−1

(σptop
k )2 =

2σ2
ins

(Tn − Tn−1)
2 +

(Tn − Tn−1)

3
∆σ2

ここで Tiは i回目の検査実施時刻であり，tkiは測定点 kについての i回目の検査
における測定肉厚である．
式 (3.17)を利用した減肉率推定は，肉厚測定誤差の影響を強く受けて推定誤差が

大きくなる．このため，各測定点についてそれぞれ式 (3.17)を利用した減肉率推定
を行うことは，現実的ではない．しかし，i回目の検査における全測定点の測定肉厚
から肉厚空間平均値 tave(i)を評価し，これを入力として式 (3.17)を利用した減肉率推
定を行った場合には，測定誤差分散 σ2

insが測定点数mに反比例して小さくなり，結
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果として減肉率推定誤差が実用に耐える値に収まることが期待できる．そこで，最
新検査実施時刻 Tnにおける測定点 kの減肉率 rk(Tn)を，式 (3.18)のように分解・変
形し，それぞれの項について別個にベイズ推定を行う．

rk (Tn) =
(
rk0 − rave(0)

)
+

(
rave(0) + ∆r (Tn)

)
= rlin

k − rlin
ave +

(
rave(0) + ∆r (Tn)

)
= rlin

k +
(
rave (Tn) − rlin

ave

)
(3.18)

ここで rlin
k は線形ベイズ手法による測定点 kの減肉率であり，事後分布が式 (3.15)

によって与えられている．rlin
aveは測定肉厚空間平均値 tave(i)から線形ベイズ手法によ

り推定される減肉率である．rave(Tn)は直近二回の検査における測定肉厚空間平均
値 tave(n−1), tave(n)から式 (3.17)に基づいて推定できる．ただし，rlin

aveおよび rave(Tn)

の推定では，入力される測定肉厚がm点の測定点における空間平均値であるため，
肉厚測定誤差分散 σ2

insが 1/m倍となる．図 3.5に，式 (3.18)における減肉率の関係
の概念図を示す．

Tn T0

WallThickness
Average thicknessPoint thickness

rklin
rave rave(Tn)

rk(Tn)
lin

Tn T0

WallThickness
Average thicknessPoint thickness

rklin
rave rave(Tn)

rk(Tn)
lin

図 3.5: 修正項アプローチの概念図

肉厚測定回数 nおよび測定点数mが十分大きければ，式 (3.18)における三種類の
減肉率の事後分布は，相互の相関がごく小さい．そこで，これら三種類の減肉率の
事後分布が相互に独立であるとみなして，測定点 kの最新検査実施時刻 Tnにおける
減肉率 rk(Tn)の事後分布を，式 (3.19)として定式化した．

fcorrection (rk (Tn)| tk, tave,T) = N
(
rk (Tn)|µlin

k + µcorrection, (σlin
k )2 + σ2

correction

)
(3.19)

where
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µcorrection =
tave(n−1) − tave(n)

Tn − Tn−1

− µlin
ave

σ2
correction =

2σ2
ins

m · (Tn − Tn−1)
2 + (σlin

ave)
2 +

(Tn − Tn−1)

3
∆σ2

ここで µlin
aveと (σlin

ave)
2は，図 3.5中に◆で表された測定肉厚空間平均値 tave(i)から，

線形ベイズ手法によって求められる減肉率事後分布の平均及び分散である．ただし，
測定肉厚として部位内の空間平均値を用いているため，式 (3.15)で与えた評価式が，
式 (3.20)および式 (3.21)と修正される．

1

(σlin
ave)

2
=

m

σ2
ins

{
n∑

i=1

T 2
i − (n + n0/m) · T̄ 2

ave

}
+

1

(σprior
r )2

(3.20)

µlin
ave

(σlin
ave)

2
=

m

σ2
ins

{
(n + n0/m) · T̄ave · t̄ave −

n∑
i=1

Titave(i)

}
+

µprior
r

(σprior
r )2

(3.21)

where

n0 =
σ2

ins

(σprior
t )2

T̄ave =

∑n
i=1 Ti

n + (n0/m)

t̄ave =

∑n
i=1 tave(i) + (n0/m) · µprior

t

n + n0

m

式 (3.19)は，図 3.5中に△で表された測定点kの肉厚 tkiから，線形ベイズ手法によ
り推定された減肉率事後分布の平均µlin

k 及び分散 (σlin
k )2を，修正項µcorrection, σ2

correction

で修正したものとみなせる．修正項アプローチでは，µlin
aveと (σlin

ave)
2の評価のために，

測定点一点の部位に対する線形ベイズ手法相当の追加計算コストが必要となる．線
形ベイズ手法を流れ加速型腐食に適用する場合，部位内のm点に対して減肉率評価
を行う必要があるため，測定点一点分の計算コストの追加は，現場での実用におい
て過度の負担とはならないと考えられる．
修正項アプローチは，減肉率に増加傾向がある場合には推定減肉率に保守性を与

えることで健全性を確保できる．その一方で，減肉率に減少傾向がある場合には，過
剰な保守性の削減につながり，線形ベイズ手法以上に長い検査間隔が許容されうる．

誤差項アプローチ

誤差項アプローチは，減肉率時間変化モデル下で線形ベイズ手法を適用すること
によるモデル誤差を近似評価し，線形ベイズ手法の減肉率事後分布に反映すること
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で，減肉率変化に対する安全性を担保するアプローチである．修正項アプローチは
修正項の推定に由来する推定誤差が追加されるため，線形ベイズ手法と比較して減
肉率推定精度が悪化する場合が存在する．誤差項アプローチは，このような場合に
減肉率変化に対する安全性担保のための代替手法として利用可能である．
以下，誤差項アプローチで利用する近似式の定式化手順を示す．線形ベイズ手法

の特別なケースとして，PtoP法を考える．修正項アプローチの定式化過程におい
て，減肉率時間変化モデル下での PtoP法による減肉率事後分布を，式 (3.17)とし
て定式化した．式 (3.17)のうち分散 σ2

ptopに着目すると，第一項は従来の減肉率一
定モデルにおける事後分布分散に一致する．従って第二項は，測定データ取得時間
(Tn − T(n−1))中の減肉率変化に由来するモデル誤差とみなせる．
ここで，一般の線形ベイズ手法に対しても，式 (3.17)のモデル誤差項を近似式と

して利用することを考える．すなわち，測定点 kの最新検査実施時刻 Tnにおける減
肉率 rk(Tn)の，減肉率変化によるモデル誤差を考慮した事後分布として，式 (3.22)

の利用を提案する．

ferror (rk (Tn)| tk,T) = N
(
rk (Tn)|µlin

k , (σlin
k )2 + σ2

error

)
(3.22)

where

σ2
error =

(Tn − T0)

3
∆σ2

ここで T0は対象配管供用開始までの累積運転時間である．µlin
k , (σlin

k )2は，線形ベ
イズ手法による減肉率事後分布の平均値および分散である．式 (3.22)中のモデル誤
差項は単純な加減乗除により評価が行えるため，計算コストの増大は最小限である．
誤差項アプローチは，減肉率の変動に対して保守性を与える手法であり，減肉率

が減少する場合でも過剰な保守性の削減は出来ない．

破損確率評価

線形ベイズ手法提案時においたモデルと異なり，減肉率時間変化モデルでは，多
様な減肉経路が考えられる．このとき，初期肉厚を破損確率評価に反映させること
は，評価式の複雑化を招く一方で，評価破損確率に与える影響は小さい．
そこで拡張ベイズ手法では，機械学会規格における余寿命評価手法にあわせて，

最新の検査 nにおける部位の最小測定肉厚min(tkn)と，部位内で最大の減肉率とい
う，最も保守的な組み合わせを用いて破損確率評価を行うことで，評価式の簡略化
を図ることを提案する．このとき，時刻 T における部位最小肉厚 tmin(T )の予測分
布は，式 (3.14)を用いて式 (3.23)と定式化できる．

fpredict (tmin (T )| t,T) = N
(
tmin (T )|µpredict, σ

2
predict

)
(3.23)
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where

µpredict = min (tkn) − µpost · (T − Tn)

σ2
predict = σ2

ins + σ2
post · (T − Tn)2 +

(T − Tn)3

3
∆σ2

µpost =

{
max(µlin

k ) + µcorrection (Correction-term approach)

max(µlin
k ) (Error-term approach)

σ2
post =

{
(σlin

k )2 + σcorrection (Correction-term approach)

(σlin
k )2 + σerror (Error-term approach)

時刻T における破損確率は，式 (3.23)の予測肉厚分布に従う部位最小肉厚 tmin(T )

が，必要最小肉厚 tsrを下回る確率として評価できる．
検査計画策定時には，線形ベイズ手法と同様に，破損確率が許容破損確率 aを超

えない範囲で次回検査時期を設定することが考えられる．このとき検査間隔の限界
を解析的に定式化することは困難であるが，二分法等による繰り返し計算により評
価は可能であり，検算に関しては式 (3.23)を用いて手計算で実施可能である．

3.5 安定階層ベイズ手法
配管はポンプ等の動的機器と比較して，破損率が低く破損メカニズムが多岐にわ

たる．従って統計的手法による配管の破損率推定は，動的機器と比較した破損情報
の不足により，推定精度に問題が生じることが考えられる．
配管は，あらゆる種類のプラントに含まれる機器であり，問題となる破損メカニ

ズムの多くは産業分野を超えて共通している．従って配管破損率についても，産業
分野を超えて共通する傾向が存在すると考えられる．このため，破損情報収集に関
して先行する他産業分野の情報は，破損情報の収集が遅れる産業分野においても貴
重な情報源となりうる．また先行する分野が存在しない場合でも，産業を横断して
広範囲に配管破損事例を収集することで，推定に資する収集事例の増加が期待でき，
破損率推定精度向上に有効と考えられる．
しかしながら，配管の内部流体や検査周期などの使用環境は，各産業分野間で相

違点も多い．従って，産業横断型データベースの活用にあたり，産業分野間の差異
をモデル化した破損率評価手法の導入が求められる．このような，一定の類似性を
持つ複数の情報源から得られた観察データの活用モデルとして，階層ベイズモデル
[27]が有効とされる．階層ベイズモデルは，情報源ごとの母集団の上層にさらに母
集団をモデル化し，情報源間のばらつきを表現する．階層ベイズモデルは，特に海
外において，情報源間の環境差による機器破損率の差異のモデル化に広く活用され
ている．階層ベイズモデルの詳細については 2.4.3項を参照されたい．
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階層ベイズモデルを利用した破損率推定手法のうち，簡易なものとして経験的ベ
イズ手法が存在する．経験的ベイズ手法では一般的に，情報源間のばらつきの母集
団推定に最尤法が利用される．しかしこの手続きは，実際に想定されうるデータの
うち，推定が不可能となる事例が存在するなどの問題が存在する．
本節では，複数産業分野の配管破損の確率モデルを階層ベイズモデルに基づいて

構築し，産業横断型配管損傷データベースを用いた破損率推定手法を提案する．階
層ベイズモデルに基づく破損率推定手法は一般的なものが知られているが，この手
法は現実に観察されうるデータのうち推定不可能となる事例が存在する．提案手法
は一般的手法に改良を加えることで，推定不能となる事例が存在せず常に安定した
推定が可能な手法として開発を行う．以下，この提案手法を安定階層ベイズ手法と
呼ぶ．

3.5.1 前提とする損傷データベース

本項では，配管破損モデル構築および破損率推定手法提案にあたって前提とした，
配管損傷データベースの定義を示す．
配管損傷データベースは，破損率推定対象の産業分野以外に，n個の他産業分野

の配管破損情報が収録されているとする．すなわち，配管損傷データベースに記録
されている産業分野数は合計で (n + 1)個となる．以下，破損率推定対象である産業
分野を (n + 1)番目の産業分野として，産業分野の番号付けを行う．
配管破損情報の内訳として，産業分野 iについて，熱疲労・応力腐食割れといっ

た特定の破損メカニズムによる破損件数 fiと，破損事例の延べ収集時間Tiが記録さ
れているとする．配管破損の定義および延べ収集時間 Tiの単位は，全産業分野で統
一されているとする．
延べ収集時間 Tiの単位は，配管の構成要素数（もしくは構成要素量）に時間を掛

け合わせたものである．構成要素の単位は，評価対象とするメカニズムによる破損
率が，要素単位ごとに一様とみなせるように定義されることが理想である．例とし
て，応力腐食割れであれば溶接数，全面減肉であれば配管長が構成要素数（量）と
して考えられる．その一方で，データ収集の困難さの回避という観点から，弁やフ
ランジ・ティー部といった不連続部を境界として数え上げる，配管形状による構成
要素の定義も考えられる．実際に，我が国固有の原子力施設破損事例を収録してい
るNUCIA[81]においては，上記のような不連続部を境界とした，配管セクションを
破損率評価の単位としている [82]．

3.5.2 配管損傷の確率モデル

図 3.6に，提案する配管損傷モデルの概念図を示す．
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図 3.6: 配管損傷確率モデル

同一産業分野 iの破損率 λiは，時間や空間に依存せず一定の値を取ると仮定する．
このとき破損件数 fiは，破損率 λiを母数とするポアソン分布からの観察値であると
モデル化される．
その一方で，プロセス流体や一般的な検査頻度，配管の設置環境といった，産業

分野ごとの平均的な配管稼働環境の差異から，破損率 λiは産業分野ごとに独自の値
を取るものとモデル化する．また，階層ベイズモデルにおける上層母集団を，破損
率 λiの産業分野間のばらつきを表現する母集団としてモデル化する．
本モデルでは，上層母集団推定のための産業分野数 nと，各分野における破損件

数 fiの双方が少数であるため，上層母集団分布の分布形状の特定は困難である．そ
こで，以下に述べるメリットを重視して，上層母集団分布としてポアソン分布の自
然共役事前分布であるガンマ分布を仮定する．ガンマ分布はα, βの二つの母数によ
り与えられる．
上層母集団としてガンマ分布を利用することの利点として，最初に計算コストの

大幅な軽減が挙げられる．階層ベイズモデルに基づく推定の第一段階である，上層
母集団の超母数推定において，最尤法もしくはベイズ推定等の従来の母数推定手法
が利用可能となる．また，第二段階である破損率のベイズ更新においても，超母数
αに破損件数，βに延べ収集時間を加算することで事後分布が評価できる [28]．この
ため，計算コストの削減が可能であるのみならず，超母数 α,βを破損件数と延べ収
集時間に対応付けられ，損傷データに対する超母数の意味が直感的に理解しやすい．
さらに，ガンマ分布は形状母数 αによって様々な形状を取りうるため，実際の上層
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母集団分布との差異によるモデル化誤差が発生しにくいと考えられる．

3.5.3 階層ベイズモデルの一般的評価手順の限界

一般的に経験的ベイズ手法を用いた母数推定は，超母数を最尤法で点推定し，推
定結果をそのまま事前分布として，評価対象母集団の観察データにより更新すると
いう手順で行われる [27]．しかしながら，前項で示した確率モデルに対して本手順
を利用した場合，以下の二つの問題点が存在する．
第一に，超母数点推定手法として最尤法を用いると，推定値が無限大となり，破

損率推定の事前分布として使用不可能となる事例が存在する．Table1に，推定対象
分野を除く産業分野が 3つ存在する場合の，最尤法による超母数点推定値が無限大
となる 2種類の事例を示す．Case1は全産業分野で破損件数と延べ収集時間の比が等
しい事例であり，Case2は 1産業分野のみに 1件の破損が存在する事例である．この
問題の解決には，超母数を常に有限の範囲内に点推定する手法の開発が必要となる．

表 3.2: 最尤法による超母数点推定結果が無限大となる例

Failure Count Total collection time

f1 f2 f3 T1, T2, T3

Case1 5 5 5 100

Case2 1 0 0 100

第二に，破損率推定対象を含めた全産業分野で配管破損が確認されない場合，破
損率の事後分布平均が計算上 0となり，非保守的な結果となることが挙げられる．こ
のような破損件数 0件の産業分野に対する破損率評価の問題は，従来の標本統計学
においても問題となるが，保守的に破損件数を 0.5件などと扱って評価が行われる
例が存在する [82]．また，無情報性事前分布である Jeffrey’s priorを用いたベイズ推
定の場合，事前分布によって一定の保守性が与えられるため，破損率事後分布平均
は延べ収集時間によって異なる 0より大きい値となる．従って階層ベイズモデルを
利用した推定においても，他産業分野から推定された事前分布に保守性を与えるこ
とで，問題の解決が図れると考えられる．
貝瀬 [51]は，より複雑な階層ベイズモデルに対する超母数推定手順を示している

が，この手順を本節のモデルに適用した場合，超母数 αに経験的に上限値を定めた
最尤法と等価である．この上限値を適切に与える手法は示されていないため，表 3.2

のデータを用いた推定結果は，解析者による上限値の設定法によって大きく変動し
うる．また，全産業分野で配管破損が確認されない場合には，最尤法と同様に非保
守的な破損率推定結果となる．
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3.5.4 破損率推定手法提案

前項に示した問題点を克服するため，以下の要求を満足する破損率評価手法の提
案を行う．

1. 第一段階の超母数推定が常に有限の解を持ち，事前分布として推定に利用可能
である

2. 配管破損が確認されていない産業分野でも，破損率推定結果が 0とならない

以上に加えて，配管破損データベースにおける破損情報が少数であることが予想
されるため，以下の要求を追加する．

3. 少数の破損事例からでも，わずかなりとも破損率推定に資する情報の抽出が
可能

図 3.7に，提案手法による配管破損率評価手順を示す．

Point estimate of α and β: mode value of the posterior distributionβα ˆ,ˆ
Evaluation of conservative α5.0ˆˆ +=ααsafe
Evaluation of failure rate λn+1( ) ( )1111 ˆ,ˆ, ++++ ++= nnsafennpost TfGaf βαλλ Tf

1. Point estimate of hyperparameters

2. Bayesian Update

Point estimate of α and β: mode value of the posterior distributionβα ˆ,ˆ
Evaluation of conservative α5.0ˆˆ +=ααsafe
Evaluation of failure rate λn+1( ) ( )1111 ˆ,ˆ, ++++ ++= nnsafennpost TfGaf βαλλ Tf

1. Point estimate of hyperparameters

2. Bayesian Update

図 3.7: 安定階層ベイズ手法推定手順

最初に，超母数の点推定を行う．本ステップにおいて最尤法にかわる新たな超母
数点推定手法を利用することで，要求 1および要求 3の達成を図る．続いて，要求
2の達成のため，推定された超母数点推定値に保守性を与える．
以上の手順で推定された超母数点推定値 (α̂safe, β̂)を事前分布に利用し，産業分野

(n + 1)に対する破損率 λ(n+1)をベイズ推定により評価する．このとき破損率 λ(n+1)

の事後分布は，母数が (α̂safe + f(n+1), β̂ + T(n+1))のガンマ分布となることが広く知
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られている [28]．ここで f(n+1)は対象産業分野における破損件数であり, T(n+1)は延
べ収集時間である．保守的な破損率は，求められた事後分布の安全側の点，例えば
97.5%点として評価できる．
以下，要求達成のための手法提案を行う．最初に，最尤法にかわる新たな超母数点

推定手法の提案を示し，続いて超母数点推定値に対して与える保守性の詳細を示す．
安定階層ベイズ手法は，経験的ベイズ手法の考え方に基づいており，この結果「超

母数点推定誤差の影響は無視できるほど小さい」という仮定を継承している．この
仮定の適用限界と，限度を超える場合の保守性の与え方については，5.3節において
述べる．

超母数点推定

提案手法の要求 1および要求 3を達成可能な超母数点推定手法の提案を行う．要
求 3は，「いずれかの産業分野に最低 1件の破損事例があれば，点推定値は (0, 0)と
ならない」と具体化できる．
超母数点推定手法として，最尤法と同様の尤度に基づく推定であり，事前分布に

より解の無限大への発散を抑制できる，ベイズ推定の事後分布最頻値を採用する．
事前分布として，式 (3.24)に示す同時確率密度分布 πprior(α, β)を利用し，要求を満
足する kaおよび kbの組み合わせを検討する．

πprior(α, β) ∝ α−kaβ−kb (3.24)

このとき超母数 α, βの事後分布は式 (3.25)として求められる．

πpost(α, β) ∝
n∏

i=1

m(α, β|fi, Ti) · α−kaβ−kb (3.25)

ここでm(α, β|fi, Ti)は，破損データ fiが得られた際の，超母数 α, βの尤もらし
さを表す周辺尤度関数であり，本研究で利用したポアソン分布とガンマ分布の組み
合わせでは，式 (3.26)で与えられることが知られている [28]．

m (α, β |fi, Ti ) =

∫ ∞

λi=0

Pn (fi |λi, Ti ) · Ga (λi|α, β) dλi

=
Γ (α + fi)

Γ (α) · fi!
· βα · T fi

i

(β + Ti)
α+fi

(3.26)

ここで，Pn(f |λ, T )は λ, T を母数とするポアソン分布，Ga(λ|α, β)はα, βを母数
とするガンマ分布の確率密度関数であり，Γ(x)はガンマ関数である．
式 (3.25)に示した事後分布同時確率密度 πpost(α, β)の最大化は，式 (3.27)および

式 (3.28)が 0となる (α̂, β̂)を求める問題に置き換えられる．
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∂ ln (πpost(α, β))

∂α
=

n∑
i=1

{
ln

(
β

β + Ti

)
+

fi−1∑
j=0

(
1

α + j

)}
− ka

α
(3.27)

∂ ln (πpost(α, β))

∂β
=

n∑
i=1

{
α

β
− α + fi

β + Ti

}
− kb

β
(3.28)

式 (3.28)が 0となることから，α̂と β̂の関係式 (3.29)が得られる．また，式 (3.29)

を β̂について微分することで式 (3.30)が得られ，α̂が β̂に対して狭義の単調増加の
関係にあり，従って１対１の関係にあることがわかる．

α̂ =

β̂ ·
n∑

i=1

ŵifi + kb

n∑
i=1

ŵiTi

(3.29)

dα̂

dβ̂
=

n∑
i=1

ŵ2
i fiTi

n∑
i=1

ŵiTi

+ α̂ ·

n∑
i=1

ŵ2
i Ti

n∑
i=1

ŵiTi

> 0 (3.30)

where

ŵi =
1

β̂ + Ti

いずれかの産業分野で最低 1件の破損事例がある場合を考える．超母数点推定手
法に対する要求を満たすためには，式 (3.28)を代入することで式 (3.27)を βのみの
関数に変換し，これが 0より大きい有限の βで解を持てばよい．従って，式 (3.28)

に加えて，以下の式 (3.31)と式 (3.32)をともに満たすことが十分条件である．

lim
β→0

[
∂ ln (πpost (α, β))

∂α

]
> 0 (3.31)

∃0 < β ≤ ∞,

[
∂ ln (πpost (α, β))

∂α

]
< 0 (3.32)

最初に，式 (3.28)と式 (3.31)を満たす条件を考える．式 (3.27)より，式 (3.33)の
関係が得られる．
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∂ ln (πpost (α, β))

∂α
≥

n∑
i=1

{ln (wi · β)} +
1 − ka

α

(
...

n∑
i=1

fi ≥ 1

)

=
n∑

i=1

{ln (wi · β)} + (1 − ka) ·

n∑
i=1

wiTi

β ·
n∑

i=1

wifi + kb

(3.33)

where

wi =
1

β + Ti

(3.34)

kb > 0とおくと，式 (3.33)右辺は β → 0で−∞となり，従って式 (3.31)の条件を
満足しないことがありえる．kb = 0とおくと，式 (3.33)はさらに式 (3.35)のように
変形できる．

n∑
i=1

{ln (wi · β)} + (1 − ka) ·

n∑
i=1

wiTi

β ·
n∑

i=1

wifi + kb

=
1

β

n · β ln(β) + β
n∑

i=1

{ln (wi)} + (1 − ka) ·

n∑
i=1

wiTi

n∑
i=1

wifi

 (3.35)

β → 0のとき，β ln(β)は 0に収束するため，(1−ka) > 0であれば式 (3.35)は+∞
となる．従って，(kb = 0 ∩ ka < 1)であれば式 (3.31)が満たされる．
次に，kb = 0とした上で，式 (3.28)と式 (3.32)を満たす条件を考える．式 (3.27)

より式 (3.36)の関係が得られる．
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∂ ln (πpost (α, β))

∂α

<
n∑

i=1

{
− (wi · Ti) +

fi−1∑
j=0

1

α + j

}
− ka

α
(
...∀0 < x < 1, ln(1 − x) < −x)

≤
n∑

i=1

{
− (wi · Ti) +

fi

α

}
− ka

α

(
...∀k ≥ 0,

1

α + k
≤ 1

α

)

=
1

α
·

{
n∑

i=1

fi − ka −
n∑

i=1

(
fi

1 + Ti/β

)
− kb

}
(3.36)

ここで，式 (3.36)の各項について式 (3.37),式 (3.38)が成立する．

∀0 < β < ∞,
1

α
> 0 (3.37)

lim
β→+∞

{
n∑

i=1

fi − ka −
n∑

i=1

(
fi

1 + Ti/β

)
− kb

}
= −ka − kb (3.38)

式 (3.37)および式 (3.38)より，−ka − kb < 0であれば有限の βで式 (3.36)右辺を
負とするものが存在する．従って，ka + kb > 0であれば，式 (3.32)の不等号が満た
される．
以上より，いずれかの産業分野で最低 1件の破損事例の存在を仮定すると，0 <

ka < 1かつ kb = 0であれば，0でない有限の超母数点推定値 (α̂, β̂)が得られる．以
上の検討結果に基づき，ka = 0.5, kb = 0として，事前分布を πprior(α, β) ∝ α−0.5と
することが有効と考えられる．
式 (3.27),(3.29)に ka = 0.5, kb = 0を代入することで，評価式 (3.39),式 (3.40)を

定式化した．超母数点推定値は，式 (3.39)および式 (3.40)をともに満たす (α̂, β̂)と
して評価できる．式 (3.40)を式 (3.39)に代入することで，のみの式に変換できるた
め，本問題は β̂に対する 1次元の解の探索として，二分法等を利用して解くことが
できる．

n∑
i=1

{
ln

(
β̂

β̂ + Ti

)
+

fi−1∑
j=0

(
1

α̂ + j

)}
− 1

2α̂
= 0 (3.39)

α̂ =

β̂ ·
n∑

i=1

fi

β̂ + Ti

+ kb

n∑
i=1

Ti

β̂ + Ti

(3.40)
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なお，上記の検討で除外した，全産業分野で破損事例が全く存在しないケースで
は，本提案手法を用いた超母数点推定値 (α̂, β̂)は (0, 0)となる．この場合，個別産
業分野の破損率推定に有益な事前情報は与えられないが，破損率推定の事前分布と
しての利用自体は可能である．

形状超母数 αに対する保守性付与

ここでは，推定された超母数点推定値に保守性を与えることで，提案手法の要求
2の達成を図る．
前記の手順で評価される超母数点推定値 (α̂, β̂)は，十分な破損情報がない場合も

しくは産業分野間で破損率のばらつきが極めて大きい場合に，(0, 0)に近い値とな
る．特に，全産業分野において破損が一件も確認されていない場合には，超母数点
推定値 (α̂, β̂)は (0, 0)となる．
一方で，他の産業分野から有益な情報が取り出せないこのような状況は，従来の

ベイズ推定において無情報性事前分布を用いるべき状況と一致する．従って，超母
数点推定値に与える保守性の幅は，有益でない事前情報からの評価結果を，無情報
性事前分布を用いた評価結果にあわせるという観点から決定すべきと考えられる．
無情報性事前分布として広く用いられる Jeffrey’s Priorは，計算上母数 (α, β)が

(0.5, 0)のガンマ分布に対応する [28]． (0, 0)と推定された超母数点推定値 (α̂, β̂)を
Jeffrey’s Priorにあわせるため，得られた超母数点推定値のうち α̂のみに+0.5の保
守性を与え，保守的な点推定値 α̂safeとして破損率推定に利用することを提案する．
3.5.2項で述べたように，ガンマ分布の母数 αは破損件数に対応する．従って，α̂

に+0.5の保守性を与えることは，「推定対象である産業分野 (n+1)の配管が，次回の
破損発見までの途上にあるため，これを破損 0.5件分として扱う」と解釈でき，こ
の観点からも理解しやすい保守性の与え方であると考えられる．

3.6 結言
本章では，ベイズ推定手法に基づいて，従来用いられていない情報を併用可能な

破損率推定手法の提案を行った．提案手法は，事前分布と事後分布が同種の分布と
なる自然共役事前分布を利用することで，電卓を用いた手計算で検算可能な程度に
簡易な手法として定式化されている．
提案手法は，以下の三つの手法より構成される．

1. 線形ベイズ手法

• 流れ加速型腐食による減肉配管の健全性評価手法

• 減肉率は時刻によらず一定とモデル化
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• 事前情報を活用し，推定精度の向上を図る

• 許容破損確率を設定することで，検査計画の合理化に利用可能

2. 拡張ベイズ手法

• 流れ加速型腐食による減肉配管の健全性評価手法

• 減肉率が時間変動するモデルに適用可能

• 許容破損確率を設定することで，検査計画の合理化に利用可能

3. 安定階層ベイズ手法

• 産業横断型配管破損データベースを用いた破損率評価手法

• 類似性の低い他産業分野の破損情報を，破損率推定対象の産業分野と区
別した取り扱いで利用可能

• 常に安定した推定が可能

提案手法は，構成する三種を使い分けることで，RIMAPの分類でいうTrendable

とNon-trendableの双方の破損メカニズムを想定可能であり，広範囲の破損メカニ
ズムに応用可能と考えられる．提案手法の応用による評価が不可能な破損メカニズ
ムとして，Non-trendableタイプの破損メカニズムのうち，破損率に時刻依存性が存
在するメカニズムが挙げられる．
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第4章 提案手法の有効性検討

4.1 緒言
第三章において提案した破損率評価手法は，実用前にその推定精度および利用に

よって得られる利益の検討が必要となる．本章では，第三章で提案した，線形ベイ
ズ手法・拡張ベイズ手法・安定階層ベイズ手法のそれぞれについて，推定精度と従
来手法に対する有効性，およびその範囲の検討を実施する．
理想的には，複数の実機もしくは実験によるデータを用いた精度の検討がなされ

るべきである．しかしながら本研究の提案手法は，実機環境の機器の破損を統計処
理により予測する手法であるため，不確定性の小さい実験室環境の破損データは精
度検討に利用するには不適切である．一方で，実機環境の破損データは精度検討に
十分な量が存在しない．以上の理由から本章では，あらかじめ破損率や減肉率といっ
た推定対象の母集団母数に真値を定め，モンテカルロシミュレーションにより仮想
検査記録を作成し，これを用いた推定精度を検討することで実機データによる推定
精度検討に代えた．
仮想検査記録による検討と平行して，単一の実機検査記録を用いた検討も実施し

た．これは，実機検査データによる推定結果が不合理とならないことを確認するの
と同時に，提案手法を利用することによる従来手法と比較した利点の調査を目的と
する．

4.2 線形ベイズ手法有効性検討

4.2.1 単一測定点モデルに対するシミュレーションによる検討

共通検討条件

シミュレーションによって作成した仮想検査データから減肉率 r,および破損確率
Pfailure(T )の推定を行うことで，推定の有効性検討を行った．破損メカニズムとして
流れ加速型腐食による減肉を考え，部位内の測定点は一点のみとした．シミュレー
ションに用いた母数を表 4.1に示す．
推定に用いる仮想検査データは，以下の手順により作成した．まず，t0,Rの母集

団分布が表 4.1に示した母数をもつ正規分布であるとして，仮想配管の測定点につ
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表 4.1: シミュレーションによる検討条件

t0 R σins tsr
Mean COV Mean COV

17[mm] 0.05 0.24[mm/104h] 0.5 0.1[mm] 13.0[mm]

いて tk0,rkを一つずつサンプリングした．続いて，得られた実現値 tk0,rkから，式
(3.3)を用いて仮想的な肉厚測定値 tkiを，25,000時間毎に 5回分サンプリングした．
以上の検査データを仮想配管 1個に対する検査データとして，100,000個の仮想配管
検査データを作成した．
推定に利用する減肉率データベースは，データ数の限界から，減肉率母集団に対

して不確実性を持つ．また，初期肉厚が公差から外れて大きい配管の使用を認めて
いる場合，公称肉厚及び公差から与えた初期肉厚の事前分布は，母集団からずれた
分布となることが考えられる．これらの影響を調査するため，推定に利用する事前
分布 fprior(tk0, rk)として，母集団分布と一致した事前分布，および減肉率及び初期
肉厚の分布を母集団分布に対しずらして与えた 4種類の事前分布の，合計 5種類を
用いて検討を行った．これらの事前分布の母数を表 4.2に示す．

表 4.2: 検討に用いる事前分布

tk0[mm] rk[mm/104h]

µprior
t σprior

t µprior
r σprior

r

Exact 17 0.85 0.24 0.12

Fast 17 0.85 0.48 0.24

Slow 17 0.85 0.12 0.06

Thick 18 0.90 0.24 0.12

Thin 16 0.80 0.24 0.12

減肉率評価誤差に関する検討

少数検査データからの推定の有効性を機械学会規格 [20][21]と比較するため，前
述の仮想配管の検査データを用いて，線形ベイズ手法と規格における手法でそれぞ
れ減肉率 rkの点推定を行い，推定誤差の比較を行った．線形ベイズ手法による減肉
率 rkの点推定値として，事後分布平均値 µlin

k を用いた．
各検査終了時点における，五種類の事前分布を用いた線形ベイズ手法による減肉

率 rkの点推定誤差を，機械学会手法による誤差と比較した結果を図 4.1および図 4.2
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に示す．図 4.1は，機械学会手法と，母集団と一致した事前分布 (Exact prior)およ
び母集団に対して減肉率をずらした事前分布 (Fast prior, Slow prior)を用いた線形
ベイズ手法の間の比較である．図 4.2は，機械学会手法と，母集団に対して初期肉
厚分布をずらした事前分布 (Thick prior, Thin prior)を用いた線形ベイズ手法の間
の比較である．機械学会手法では，検査一回目の時点に限り評価に公称肉厚を用い
ているため，初期肉厚事前分布が母集団と異なる場合には，機械学会手法もより大
きな誤差を持ちうる．この影響を考慮して比較を行うため，図 4.2では機械学会手
法についても，公称肉厚をThick priorおよびThin priorの µprior

t として算出した結
果を示している．図中のエラーバーは，各手法による減肉率推定誤差の 2.5%点から
97.5%点までの区間を示している．
検査一回目の時点では，機械学会手法は推定値が著しく過小評価される場合が存

在した．このような場合でも線形ベイズ手法は，五種類の事前分布全てについて，機
械学会手法ほど極端に危険側の推定値とならないことがわかった．母集団分布と比
較して，減肉率および初期肉厚が大きくなるように事前分布を与えた場合，減肉率
は保守的に評価される傾向が見られた．
減肉率推定誤差は，手法・事前分布を問わず検査二回目の時点で大幅に縮小し，

以後検査を経るごとに縮小を続ける．検査一回目では，測定肉厚のみからの減肉率
推定が不可能であり，実際の値に対する誤差が測定肉厚より大きい公称肉厚を用い
ることが必須である．これに対して検査二回目では，測定肉厚のみからの減肉率推
定が可能となり，これが検査二回目での推定精度の大幅な向上の理由と考えられる．
同様に，事前分布の影響は検査二回目の時点で大幅に縮小し，検査回数が増える毎
に縮小を続けることが確認された．今回の検討条件においては，機械学会手法にお
いて評価に最小自乗法が利用可能となる検査三回目以降では，推定手法及び用いた
事前分布間で，推定精度に大きな差は見られなかった．
本検討で注目すべき事実として，公差を超えて初期肉厚が大きい配管の取り扱い

が挙げられる．腐食しろが大きい分保守的であるとして，公差を超えて初期肉厚が
大きい配管が用いられるケースが存在する．このような配管に対して，公称肉厚を
そのまま用いて事前分布を与えると，初期肉厚の事前分布を実際の母集団より危険
側に与えることとなる．従って，公差を超えて初期肉厚が大きい配管を許容してい
る配管部位に対しては，初期肉厚の事前分布を大きめに与える必要がある．

推定破損確率の妥当性検討

線形ベイズ手法による次回検査時期決定の妥当性の検討を行った．以下，検討手
順を述べる．
まず，前述の仮想配管 100,000個のそれぞれについて，線形ベイズ手法によって

破損確率が許容破損確率 100 × a%に到達するまでの余寿命を安全側余寿命として
推定した．次に，各仮想配管における tk0,rkより，推定された余寿命が経過した時
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図 4.1: 減肉率評価誤差の比較 (Exact, Fast, and Slow prior)
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図 4.2: 減肉率評価誤差の比較 (Thick and Thin prior)
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点での肉厚を式 (3.2)を用いて求め，その時点において仮想配管が破損するか否かを
調査した．最後に，安全側余寿命が経過した時点における破損確率を，仮想配管破
損数から推定し，設定した許容破損確率との比較を行った．
以上の手順を，事前分布と推定に利用する検査データ数，および許容破損確率

100 × a%を変更し，繰り返して実施した．表 4.2に示した各事前分布について，破
損確率推定に 1,2,3回目までの検査結果を用いた三通りの調査を行った．
図 4.3,図 4.4,図 4.5,図 4.6,および図 4.7は，それぞれ 6種類の許容破損確率を設

定し，線形ベイズ手法によって次回検査時期を決定したときに，次回検査までに実
際に破損に至る確率を，許容破損確率と比較した結果である．いずれもエラーバー
は，シミュレーションによる破損確率の 95%信頼区間を示す．この比較は，線形ベ
イズ手法による推定破損確率と実際の破損確率の比較と言い換えることができる．

1.E-041.E-031.E-021.E-011.E+001.0E-04 1.0E-03 1.0E-02 1.0E-01 1.0E+00Allowable Failure Probability a

Simulated F
ailure Proba
bility1 Inspection2 Inspections3 Inspections

図 4.3: 推定破損確率と実際の破損確率の比較 (Exact prior)

図 4.3は Exact priorを事前分布として用いた結果である．図 4.3においては，シ
ミュレーションによる破損確率が許容破損確率と良く一致した．従って，事前分布
が初期肉厚及び減肉率の母集団と一致している場合には，線形ベイズ手法による推
定破損確率は，実際の破損確率に一致する．
図 4.4はFast prior,図 4.5は Slow priorを，それぞれ事前分布として用いた場合の

推定結果である．図 4.4,図 4.5は実際の母集団と比較して保守的に事前分布を与え
たケースといえる．
図 4.4,図 4.5はいずれも，検査回数が少数であるときに，シミュレーション破損確



第 4章 提案手法の有効性検討 66

1.E-061.E-051.E-041.E-031.E-021.E-011.E+001.0E-04 1.0E-03 1.0E-02 1.0E-01 1.0E+00Allowable Failure Probability a

Simulated F
ailure Proba
bility1 Inspection2 Inspections3 Inspections

図 4.4: 推定破損確率と実際の破損確率の比較 (Fast prior)
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図 4.5: 推定破損確率と実際の破損確率の比較 (Thick prior)
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率が次回検査時期決定に用いた許容破損確率より小さい．また，検査回数が増える
毎に，シミュレーション破損確率は許容破損確率に近づく．従って，事前分布を実
際の母集団に対して保守的に与えた場合，推定破損確率は保守的な評価となる．こ
の事前分布に由来する保守性は，検査回数が増えることで緩和される．
図 4.6は Slow prior,図 4.7は Thin priorを，それぞれ事前分布として用いた場合

の推定結果である．図 4.6,図 4.7は実際の母集団と比較して危険側に事前分布を与
えたケースといえる．
図 4.6,図 4.7はいずれも，シミュレーション破損確率が次回検査時期決定に用い

た許容破損確率より大きい．検査回数が増える毎に，シミュレーション破損確率は
許容破損確率に近づくものの,特に図 4.6では事前分布の影響が無視できるほど小さ
くするためには相当数の検査データを要する．従って，事前分布の設定時には，事
前分布が実際の母集団に対して危険側とならないように適度な保守性を与える必要
があると考えられる．
本節における検討結果より，減肉率データベースにおける不確実性の大きさを見

込んで大きく事前分布を与えることで，検査回数が少ないうちは保守的な減肉率お
よび破損確率の評価が可能であり，検査データが増えることで推定値を真値に近づ
けていくことができると考えられる．

4.2.2 複数測定点の影響

4.2.1項と同様の，破損確率妥当性の検討を多測定点のケースについて行った．シ
ミュレーション条件を表 4.3に示す．
異なる配管部位間でのばらつきと比較して，単一の配管部位内の測定点間では，

減肉率 rkおよび初期肉厚 tk0のばらつきはごく小さいものと考えられる．また，配
管部位内の減肉率と初期肉厚の空間分布はなだらかであるため，初期減肉率 rk0が
類似する測定点では初期肉厚 tk0も類似した値を取ると考えられる．このため，特
定の測定点 kにおける減肉率 rkと初期肉厚 tk0の間にも，強い相関があると考えら
れる．以上の理由から，減肉率 rkおよび初期肉厚 tk0のサンプリングは下記に示す
手順により実施した．
サンプリングの第一段階として，減肉率空間平均値および初期肉厚空間平均値を，

表 4.3に示したµを平均，σ2
aveを分散とする正規分布より，それぞれサンプリングし

た．第二段階として，サンプリングされた空間平均値を平均，表 4.3に示した σ2
kを

分散とする正規分布より，測定点 kの減肉率 rkおよび初期肉厚 tk0をそれぞれサン
プリングした．第二段階のサンプリングにおいて，最も悲観的な場合を考えて，減
肉率 rkと初期肉厚 tk0の間に相関係数−1を設定した．
サンプリングされた rkおよび tk0を用いて，4.2.1項と同様の手順で，許容破損確

率 aに対する実際の破損確率の比較を行った．比較結果を図 4.8に示す．
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図 4.6: 推定破損確率と実際の破損確率の比較 (Slow prior)
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図 4.7: 推定破損確率と実際の破損確率の比較 (Thin prior)
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表 4.3: 複数測定点の影響検討条件

測定点数 n 20

肉厚測定誤差 σins[mm] 0.1

必要最小厚さ tsr[mm] 13

減肉率 µ 0.24

rk σ2
ave 0.122 − 0.012

[mm/104h] σ2
k 0.012

初期肉厚 µ 17

tk0 σ2
ave 0.852 − 0.12

[mm] σ2
k 0.12

事前分布
減肉率 µprior

r 0.24

[mm/104h] σprior
r 0.12

初期肉厚 µprior
t 17

[mm] σprior
t 0.85
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図 4.8: 20測定点からの推定破損確率の妥当性
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検査 1回目の時点では，測定点一点のみのケースと比較してわずかに保守的な結
果に止まっている．これは，検査データ数が少ないため各測定点での事後分布の差
異が小さいことが原因と考えられる．これに対し測定点ごとの検査データの影響が
大きくなる検査 2回目では，設定した許容破損確率 aに対してシミュレーションに
よる破損確率が著しく小さくなる．検査 3回目以降は，この保守性は徐々に縮小し
ていく．これは，各測定点の減肉率 rkの推定精度が向上することで，配管部位中の
最も脆弱な測定点の判別が容易になったことにより，測定点一点のみのケースに近
づくことが原因と考えられる．いずれの場合でも，事前分布が適切に与えられてい
れば，推定される破損確率は安全側であることが確認された．

4.2.3 実機データへの適用性検討

線形ベイズ手法に基づく検査間隔決定の効果を確認するため，実機から得られた
検査データを用いて安全裕度を含んだ余寿命を推定し，機械学会規格に基づく 5年
の安全裕度を含んだ余寿命との比較を行った．推定元の検査データとして，九州電
力による報告書 [83]中の，川内原子力発電所 2号機給水系エルボ部のデータを用い
た．このデータには，エルボ部に対して行われた 6回の検査について，肉厚測定値
の最小値，減肉率評価に用いる特定測定点の肉厚測定値，および取り付け時から検
査時までの稼働時間が含まれている．
同報告書によれば，本部位は最大で 0.45mm/104hの減肉率が想定されている．減

肉率の事前分布はこれを元に，µprior
r = 0.45[mm/104h], σprior

r = 0.20[mm/104h]と
して保守的に与えて推定を行った．配管肉厚の公差は公称肉厚の±10%であると考
え，初期肉厚の事前分布は µprior

t = 17[mm], σprior
t = 0.85[mm]とした．肉厚測定は

0.1mm単位で行われているため，肉厚測定値の標準偏差 σinsは 0.1[mm]とした．
本データからは，測定点ごとの破損確率評価が不可能である．そこで線形ベイズ

手法により，減肉率評価用測定点のデータから減肉率事後分布の 100 × (1 − a)%点
を評価し，最小の肉厚測定値を用いて余寿命評価を行うことで，安全裕度を含んだ
余寿命を評価した．
規格 [20]で与えられた初回の検査時期の期限が，約 2500件の減肉率事例データよ

り求めた最小の寿命に基づいていることから，許容破損確率 aは 4 × 10−4とした．
安全裕度を含んだ余寿命評価と並行して，減肉率事後分布の平均値 µlin

k を用いて，
安全裕度を含まない余寿命の評価を行った．以上で評価される二種類の余寿命の差
が，従来一律に五年とおいてきた安全裕度に対応する．
図 4.9に，規格および線形ベイズ手法による，評価余寿命と安全裕度を含んだ余

寿命の推定結果の比較を示す．
初回の検査時には，線形ベイズ手法による余寿命は，保守的に与えた事前分布の

影響を強く受けて，保守的に評価された．一方で検査回数三回以上では，線形ベイ
ズ手法による安全裕度を含まない余寿命は，機械学会規格による余寿命とほぼ一致
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図 4.9: 実機検査データからの余寿命評価結果

した．線形ベイズ手法によって設定された安全裕度は，検査データが増えるごとに，
減肉率推定精度の向上を反映して縮小した．従って，線形ベイズ手法は検査回数に応
じた安全裕度が設定可能であり，特に検査回数が多い場合には，一律に安全裕度を
五年と定めた機械学会規格より，長い検査間隔を設定可能であることが確認された．

4.3 拡張ベイズ手法有効性検討

4.3.1 シミュレーション検討手順と共通計算条件

シミュレーションにより作成した仮想検査データを用いた推定を通じて，拡張ベ
イズ手法について以下の検討を行う．

• 使用アプローチの判定基準の妥当性

• 修正項アプローチ・誤差項アプローチの推定精度

• 拡張ベイズ手法による予測肉厚分布・破損確率の妥当性

表 4.4は，検討に共通する母数を示したものである．測定点数m,検査回数 n,検
査実施時刻 Ti,減肉率分散増加速度∆σ2は，検討の目的にあわせてケースごとに異
なる値を設定する．
本節の検討手順を図 4.10に示す．以下，検討手順を順に解説する．
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表 4.4: 共通するシミュレーション検討条件

肉厚測定誤差 初期減肉率 初期肉厚
rk0[mm/104h] tk0[mm]

σins[mm] µ σ2
ave σ2

k µ σ2
ave σ2

k

0.1 0.20 2.4 × 10−3 0.1 × 10−3 40 3.96 0.04

初期減肉率・肉厚サンプリング
仮想検査記録作成
減肉率・予測肉厚推定および誤差評価
誤差分布と事後分布の比較

t
Ttk0 rk0

t
T

Actual rateEvaluated rate Actual ThicknessEvaluated Thickness
Error distributionPosterior distribution

×100000

初期減肉率・肉厚サンプリング
仮想検査記録作成
減肉率・予測肉厚推定および誤差評価
誤差分布と事後分布の比較

t
Ttk0 rk0

t
T

Actual rateEvaluated rate Actual ThicknessEvaluated Thickness
Error distributionPosterior distribution

×100000

図 4.10: 拡張ベイズ手法有効性検討手順
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初期減肉率 rk0および初期肉厚 tk0のサンプリング

まず，部位内の各測定点 kについて初期減肉率 rk0および初期肉厚 tk0を母集団分
布よりサンプリングする．流れ加速型腐食の減肉率影響パラメータの多くは部位内
で共通するものである [19]ため，初期減肉率 rk0および初期肉厚 tk0の測定点間のば
らつきは，異なる部位間のばらつきと比較して非常に小さいと考えられる．これを
模擬するため，サンプリングの第一段階として，初期減肉率空間平均値 rave(0)およ
び初期肉厚空間平均値 tave(0)を，表 4.4に示したµを平均，σ2

aveを分散とする正規分
布より，それぞれサンプリングした．続いて第二段階として，サンプリングされた
空間平均値を平均，表 4.4に示した σ2

kを分散とする正規分布より，測定点 kの初期
減肉率 rk0および初期肉厚 tk0をそれぞれサンプリングした．配管部位内の減肉率と
初期肉厚の空間分布はなだらかであるため，初期減肉率 rk0が類似する測定点では
初期肉厚 tk0も類似した値を取ると考えられる．このため，特定の測定点 kにおける
初期減肉率 rk0と初期肉厚 tk0の間にも，強い相関があると考えられる．そこでこの
相関について最も悲観的な場合を考えて，第二段階のサンプリングにおいて，初期
減肉率 rk0と初期肉厚 tk0の間に相関係数−1を設定した．

仮想検査記録作成

式 (3.13)に基づいて，減肉率時刻変化量∆rをシミュレートし，これに基づいて
各測定点 kの肉厚真値 tk(T )の仮想時刻暦を作成した．続いて，検査実施時刻 Tiに
おける各測定点 kの肉厚真値 tk(Ti)より，式 (3.3)の分布を用いて仮想的な肉厚測定
値 tkiを作成した．

減肉率・予測肉厚分布推定および誤差評価

作成された仮想検査記録より，線形ベイズ手法，修正項アプローチ，および誤差
項アプローチのそれぞれを用いて，特定の一測定点 kの時刻 Tn = 12[104h]における
減肉率事後分布を評価した．あわせて，時刻Tn+1 = 20[104h]における予測肉厚分布
も，各手法の推定手順に従い評価した．以上で推定された分布の平均値と，シミュ
レーションによる真値の差を，各手法の推定誤差として評価した．
ベイズ推定にあたって，初期減肉率 rk0および初期肉厚 tk0の事前分布は，母集団

分布に等しい分布を設定した．すなわち，平均は表 4.4に示した µ，分散は表 4.4に
示した σ2

ave + σ2
kの正規分布として，それぞれ独立に与えた．

誤差分布と事後分布の比較

以上の手順を 105回実施することで，Tn = 12[104h]における減肉率およびTn+1 =

20[104h]における肉厚のそれぞれについて，誤差分布が評価できる．各手法につい
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てそれぞれ評価される，誤差分布と事後分布の比較を行うことで，各手法の事後分
布の妥当性の検討を行った．
減肉率については，事後分布の分散が誤差分布の分散に一致しているかを検討し

た．予測肉厚については，予測肉厚分布の 100× a%点を肉厚真値が下回る確率を評
価し，これと比較して許容破損確率 100× a%が保守的であるかを検討した．この検
討は，許容破損確率を 100× a%と設定した場合に，実際に破損に至る確率を評価し
比較することに対応する．

4.3.2 修正項アプローチの妥当性と有効性

修正項アプローチによる事後分布の妥当性，および線形ベイズ手法に対する有効
性とその範囲を検討した．表 4.5に示す，検査回数 nと∆σ2を変化させた 6通りの
ケースについて，線形ベイズ手法と修正項アプローチの誤差分布分散，および修正
項アプローチの事後分布分散を比較した．表 4.5は，各ケースについて式 (3.16)に
示した修正項有効度 eの正負を併記している．

表 4.5: 修正項アプローチ検討条件

Number of Ti ∆σ2 e

inspections [104h] [mm2/(104h)3]

Case2-2.0 2 6,12 2.0 × 10−4 > 0

Case3-2.0 3 4,8,12 2.0 × 10−4 > 0

Case4-2.0 4 3,6,9,12 2.0 × 10−4 > 0

Case4-1.0 4 3,6,9,12 1.0 × 10−4 > 0

Case4-0.37 4 3,6,9,12 3.7 × 10−5 ≒ 0

Case4-0.1 4 3,6,9,12 1.0 × 10−5 < 0

修正項アプローチと線形ベイズ手法による，減肉率推定誤差分布の分散の比較結
果を図 4.11に示す．ここでエラーバーは 95%信頼区間を示す．検査回数が 2回であ
るCase1では，修正アプローチの誤差分布分散は線形ベイズ手法と大差ない．修正
項有効度 eが負であるCase6では修正アプローチの誤差分布分散は線形ベイズ手法
のそれより大きく，修正項有効度 eがほぼ 0であるCase5では誤差分布分散がほぼ
一致する．上記の 3ケース以外では，修正項アプローチの誤差分布分散が線形ベイ
ズ手法を下回る．このため，3.4.2項において述べたアプローチ判定基準で修正項ア
プローチが有効となる範囲内では，修正項アプローチの利用により減肉率推定精度
の向上が期待できる．従って，3.4.2項のアプローチ判定基準は妥当と考えられる．
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図 4.11: 線形ベイズ手法と修正項アプローチの減肉率推定誤差の比較
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修正項アプローチの減肉率推定誤差分布の分散と，事後分布分散の比較結果を図
4.12に示す．検査回数が 2回であるCase1を除いて，修正項アプローチによる事後
分布分散は，誤差分布の分散と良好な一致を示している．
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図 4.12: 修正項アプローチによる減肉率事後分布の評価精度

従って，3.4.2項の判定基準で，利用アプローチが修正項アプローチと判定される
範囲内では，修正項アプローチは線形ベイズ手法と比較して減肉率推定精度が良好
であり，かつ評価される事後分布は誤差分布と良好な一致を示す．その一方で，利
用アプローチが誤差項アプローチと判定される範囲内では，修正項アプローチによ
る精度向上が期待できず，計算コスト増大に見合わない．

4.3.3 誤差項アプローチ事後分布近似精度

誤差項アプローチにおける事後分布近似評価式 (3.16)の評価精度を検討した．表
4.6に示す，検査回数nと検査実施時刻Tiを変化させた 6通りのケースについて，線
形ベイズ手法の誤差分布分散と，線形ベイズ手法および誤差項アプローチの事後分
布分散を比較した．比較結果を図 4.13に示す．
ここでエラーバーは 95%信頼区間を示す．誤差項アプローチによる事後分布は全

てのケースにおいて，線形ベイズ手法と比較して精度良く誤差分布を予測できるこ
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表 4.6: 誤差項アプローチ検討条件

Number of Ti ∆σ2

inspections [104h] [mm2/(104h)3]

Case1 2 6,12 2.0 × 10−4

Case2 3 4,8,12 2.0 × 10−4

Case3 4 3,6,9,12 2.0 × 10−4

Case4 4 1,2,3,12 2.0 × 10−4

Case5 4 1,10,11,12 2.0 × 10−4

Case6 4 1,2,11,12 2.0 × 10−4

とがわかる．誤差項アプローチによる事後分布は，多くの場合若干安全側に誤差分
布を評価できるが，検査が後期に集中しているCase5には若干危険側の評価となる．
検査回数が少数の場合，推定結果は安全側となる．以上より，誤差項アプローチは
減肉率変化のモデル誤差の近似評価手法として有効であると考えられる．

4.3.4 評価破損確率の妥当性

表 4.7に，評価破損確率の妥当性検討に用いた二種類の検討条件を示す．これら
の条件に基づいて Tn+1 = 20[104h]における予測肉厚分布を評価し，シミュレーショ
ンによる肉厚真値が予測肉厚分布の 100× a%点を下回る確率を評価した．この確率
は，許容破損確率を 100× a%と設定した場合に，実際に破損に至る確率の評価に対
応する．

表 4.7: 評価破損確率の妥当性検討条件

Number of Number of Ti ∆σ2

measurement points inspections [104h] [mm2/(104h)3]

Case1 20 4 3,6,9,12 2.0 × 10−4

Case2 30 4 3,6,9,12 2.0 × 10−4

図 4.14は測定点数 20点の Case1,図 4.15は測定点数 30点の Case2について，そ
れぞれ線形ベイズ手法および拡張ベイズ手法の許容破損確率 aに対する実際の破損
確率を比較したものである．それぞれエラーバーは破損確率の 95%信頼区間を示す．
線形ベイズ手法は，減肉率の変動を無視しているため，評価される破損確率は危

険側の値となっている．一方で拡張ベイズ手法は，測定点数 20点であれば実際の破
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図 4.13: 誤差項アプローチによる減肉率事後分布の評価精度

損確率に対して 3倍から 7倍程度，測定点数 30点であれば 5倍から 20倍程度の保
守性をもって破損確率を評価できる．この保守性は，測定点数が多いほど大きいこ
とから，推定減肉率と最新の測定肉厚について最も保守的な組み合わせを利用して
いることに由来していると考えられる．

4.3.5 実機検査データへの適用性検討

拡張ベイズ手法に基づく検査間隔決定の効果を確認するため，実機検査データを
用いて安全裕度を含んだ余寿命を推定し，推定手法間の安全側余寿命推定結果の比
較を行った．推定元の検査データとして，4.2.3項における検討と同様，九州電力に
よる報告書 [83]中の，川内原子力発電所 2号機給水系エルボ部のデータを用いた．こ
のデータには，エルボ部に対して行われた 6回の検査について，肉厚測定値の最小
値，減肉率評価に用いる特定測定点の肉厚測定値，および取り付け時から検査時ま
での稼働時間が含まれている．部位測定肉厚空間平均値の測定データは存在しない
ため，仮に全ての検査において，式 (3.19)における修正項平均値µcorrectionが 0とな
るデータが得られたとして推定を行った．表 4.8に，余寿命推定に利用した事前分
布および母数を示す．
減肉率の事前分布は，同報告書に与えられた初期設定減肉率を平均として，保守

的に与えた．配管肉厚の公差は公称肉厚の±10%であると考えた．肉厚測定値の標
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図 4.14: 評価破損確率の妥当性（測定点 20点）
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図 4.15: 評価破損確率の妥当性（測定点 30点）
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表 4.8: 安全側余寿命推定に利用した母数

測定点数 m 64

肉厚測定誤差 σins 0.1[mm]

分散増加速度 ∆σ2 2 × 10−4[mm2/(104h)3]

許容破損確率 a 4 × 10−4

事前分布
減肉率 µprior

r 0.45[mm/104h]

事前分布 σprior
r 0.20[mm/104h]

初期肉厚 µprior
t 17[mm]

事前分布 σprior
t 0.85[mm]

準偏差 σinsは，肉厚測定が 0.1mm単位で行われていることを根拠とした．減肉率分
散増加速度∆σ2は，設計寿命を 60年と仮定し，その間に最大±0.2[mm/104h]の減
肉率変化がありえると見積もって設定した．許容破損確率 aは，BWR減肉管理規
格 [20]において，初回の検査時期の期限が約 2500件の減肉率事例データより求めた
最小の寿命に基づいていることを根拠に設定した．
破損確率が 100 × a%となる時間を安全側余寿命として，実機検査データより線

形ベイズ手法と拡張ベイズ手法のそれぞれについて評価した．安全裕度の比較のた
め，線形ベイズ手法による安全裕度を含まない余寿命，および機械学会規格の手法
に基づいて 5年の安全裕度を含んだ余寿命についても，並行して評価した．図 4.16

に，推定された安全側余寿命の比較を示す．安全裕度の大きさを示すため，安全裕
度を含まない余寿命評価結果を併記している．
検査回数が 1回の時点では，拡張ベイズ手法による安全側余寿命は線形ベイズ手

法とほぼ一致しており，事前分布の保守性を強く反映したものとなっている．この
ため，拡張ベイズ手法においても線形ベイズ手法と同様の，少回数検査データから
の推定精度向上の効果が期待できる．
検査回数増加とともに，線形ベイズ手法による安全裕度は減少し，最終的には 1

年未満となる．これに対し拡張ベイズ手法は，検査 6回目終了時点で約 2年分の安
全裕度が維持される．従って拡張ベイズ手法は，減肉率変化に対して安全性を見込
んで，線形ベイズ手法より保守的な評価となる．拡張ベイズ手法も，検査回数が多
ければ機械学会規格より長い検査間隔を設定でき，検査間隔合理化手法としての有
効性は維持されている．
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図 4.16: 実機検査データからの推定余寿命の比較

4.4 安定階層ベイズ手法有効性検討
階層ベイズモデルを用いないデータの取り扱い方法として，全産業分野から得ら

れた破損データを区別せず用いる取り扱い，および一産業分野のみの破損データを
用いて他の産業分野の破損データを破棄する取り扱いの二種類が考えられる．以下
本節では，前者により求めた破損率を平均的破損率 (Average),後者により求めた破
損率を個別破損率 (Single)と呼ぶ．本節では，これらの二種類のデータ利用法に対
する安定階層ベイズ手法の有効性を示すため，実機の配管破損データベース，およ
び仮想的な配管破損データセットを利用して破損率推定を実施した．

4.4.1 実機損傷データベースに基づく破損率推定事例

配管破損データベース情報を利用した破損率推定を行うことで，安定階層ベイズ
手法の適用性を検討した．異なる産業分野の配管破損事例を系統的に収集したデー
タベースは現存しない．そこで，スウェーデン原子力発電検査機関（SKI）によって
収集された原子力発電施設における国際的な配管破損データベースを利用し，国家
間の差異を考慮した破損率推定を行うことで，複数の異なる情報源からの破損率推
定に対する安定階層ベイズ手法の有効性を検討した．
超母数 α, βの推定には，上記の配管破損データベースのうち，破損モードが破断

(rupture)と判定された事例の国別件数データ [34]を利用した．本データには各国の
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データ収集時間が付記されていない．そこで，同機関の別資料 [33]を基にデータ収
集時間の総和を 5820 [reactor-year]と推定し，これを各国の原子炉基数に基づき分配
した．以上の手順で作成した，模擬的な国別配管破断データベースを表 4.9に示す．
また，破損率推定対象となる国の破損データとして，表4.10に示す我が国のデータ

を用意した．本データは，我が国固有の原子力施設破損事例を収録しているNUCIA[81]

において，配管の漏洩事例の発生率算出に用いられているデータに基づいている．
表 4.9および表 4.10のデータに基づき，我が国の配管破断頻度を推定した．推定

は安定階層ベイズ手法 (Hierarchical)に加え，我が国のデータのみから無情報性事前
分布によるベイズ推定 (Single)，および全世界のデータを均質に扱い無情報性事前
分布によるベイズ推定 (Average)の，計 3手法により実施した．推定された配管破
断頻度を図 4.17に示す．

1.E-04
1.E-03
1.E-02
1.E-01
1.E+00

Failure 
rate [1/r
eactor-y
ear] SingleHierarchicalAverage

図 4.17: 国別配管破断事例データからの推定破損率

エラーバーは 95%信頼区間を示す．我が国は他国と比較して，稼働時間に対する
配管破断件数が特に低い．このため，全世界のデータを国ごとの差異を無視して用
いているAverageは，その他の推定手法と比較して極端に高く配管破断頻度が推定
される．一方で我が国のデータのみを用いた Singleは，破断件数の少なさから推定
値に大きな不確定性が含まれる．これと比較して安定階層ベイズ手法は，全世界の
データを用いつつもAverageのような極端な過大評価に至らない．さらに，他国の
破損データの情報を取り入れているため，Singleと比較して確信区間が狭く推定さ
れ，推定の不確定性が削減されていると考えられる．
本項の検討の注意点として，表 4.9および表 4.10の破損データは，その情報に多

くの推測を含む．従って，本項で得られた推定結果はあくまで定性的な推定手法間
の比較以外に用いるべきではない．例えば，本項の推定結果をそのままメンテナン
スに利用することは危険である．
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表 4.9: 国別配管破断事例データ

Country Total collection time Number of Failure

[reactor-year]

Algentina 32 0

Belgium 111 1

Brazil 32 0

Bulgaria 63 1

Canada 270 10

Czech 95 0

Finland 63 2

France 936 7

Germany 270 5

Hungary 63 5

India 238 2

Korea 317 2

Lithuania 16 2

Netherlands 16 1

Pakistan 32 2

Russia 492 16

Slovak 95 1

Slovenia 16 1

South Affrica 32 1

Spain 143 2

Sweden 159 18

Switzerland 79 2

Ukraine 238 2

United Kingdom 365 0

USA 1649 144

表 4.10: 更新用配管破断事例データ

Country Total collection time Number of Failure

[reactor-year]

Japan 700 2
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4.4.2 破損データベースの特性による推定結果の差異検討

特徴的な仮想配管破損データセットを複数用意し，これを用いた破損率推定を通
じて，安定階層ベイズ手法の有効性を示す．
検討に用いたデータセットを表 4.11に示す．各データセットはそれぞれ，4産業

分野の破損件数 fiと延べ収集時間 Tiが記録されている．表 4.11に示した 4種類の
データセットは全て，産業分野 1,2,3,4の破損件数合計が 16件，および産業分野 4

の破損件数 f4が 1件である．従って，これら 4種類のデータセットの平均的破損率
(Average)および個別破損率 (Single)は，いずれも同じ値となる．

表 4.11: 階層ベイズモデル特性検討用データセット

Number of Failure Total collection Time

f1 f2 f3 f4 T1, T2, T3, T4

Set1 4 5 6 1 100

Set2 3 5 7 1 100

Set3 2 5 8 1 100

Set4 1 5 9 1 100

最初に，安定階層ベイズ手法に基づく破損率推定結果の，データセット特性による
差異の比較を示す．図 4.18は，全データセットについての，産業分野 4(以下Field4

と記す)の破損率評価結果を示している．比較のため，Jeffrey’s Priorを用いたベイ
ズ推定により評価した，平均的破損率 (Average)およびField4の個別破損率 (Single)

の推定結果を併記している．エラーバーは 95%確信区間を示す．
Singleは推定に利用可能なデータがField4のみに限定されているため，破損率推定

の不確定性が大きい．一方で，全産業分野のデータが利用可能であるAverageは不確
定性が小さい．これに対し，安定階層ベイズ手法では，推定結果はSingleとAverage

の中間となり，データセットによって平均値と不確定性の大きさが異なる．産業分
野間の破損率のばらつきが小さい Set1は Averageに近く，産業分野間の破損率の
ばらつきが大きい Set4は Singleに近い．従って，安定階層ベイズ手法は，Singleと
Averageのいずれの結果が有用であるかの判断を，データセットの特徴から自然に
判断し推定結果に反映させることができる，中間的な破損率評価手法として位置づ
けられると考えられる．
次に，産業分野間の推定破損率の違いを示す．産業分野間の破損件数の差が大き

いSet4のデータセットを用いて，Jeffrey’s Priorを用いたベイズ推定によるAverage,

Single,および安定階層ベイズ手法のそれぞれを用いて，Field3とField4の破損率を
評価した．図 4.19に，評価結果の比較を示す．
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図 4.18: データセットの特性による破損率推定結果の比較
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図 4.19: 産業分野間の破損率推定結果の比較
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Set4ではField3とField4の破損件数に大きな違いがあるが，Averageではこれら
二産業分野の破損率の違いを評価することができない．これに対し安定階層ベイズ
手法は，Field3とField4で異なる破損率を評価可能であり，かつ Singleと比較して
破損率評価の不確定性を縮小することができる．

4.4.3 推定精度向上効果と限界検討

シミュレーションで作成した仮想検査データを利用した破損率推定を通じて，得
られるデータの特徴による安定階層ベイズ手法の有効性の変化をより広く詳細に検
討した．検査データの特徴として超母数α, βの真値，延べ収集時間，産業分野数の
三つを考え，これらの変化による有効性の違いを検討した．以下に検討手順を示す．

1. 超母数 α, βの真値からモンテカルロ法により，n + 1個の産業分野についてそ
れぞれモンテカルロ法により破損率 λiおよび破損数 fiをサンプリング

2. 複数の推定手法でそれぞれ破損率 λn+1の事後分布評価

3. 破損率 λn+1の事後分布平均値と真値との差を，破損率推定誤差として評価

4. ステップ 1-4を 10000回繰り返し，サンプリングされた誤差分布を比較

表 4.12に，シミュレーション条件及び検討する推定手法を示す．

表 4.12: 検討条件

超母数 (α, β)真値 (0.5,10), (1.5,30) ,(2.5,50)

超母数推定に用いる
産業分野数 3,5,10

n

延べ収集時間T 20,40,60

推定手法 Single,Hierarchical,Average

図 4.20,図 4.21,図 4.22にサンプリングされた誤差分布の比較を示す．いずれも棒
グラフは誤差分布の平均値，エラーバーは誤差分布の 2.5%点から 97.5%点の範囲を
示している．図 4.20は超母数 α真値を，図 4.21は産業分野数を，図 4.22は延べ収
集時間をそれぞれ変化させた場合の，各手法の誤差分布の変化を示している．
図 4.20,図 4.21,図 4.22の全体を通じて，安定階層ベイズ手法 (Hierarchical) の誤

差分布は，Single, Averageの誤差分布と比較して 0付近に狭い分布となる．従って，
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図 4.21: 産業分野数の破損率推定誤差への影響
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図 4.22: 延べ収集時間の破損率推定誤差への影響

安定階層ベイズ手法を利用することで，複数産業分野の破損情報の有効活用により，
破損率推定精度の向上が期待できる．
図 4.20では，Singleと比較してHierarchicalは，超母数 αの真値が大きいほど推

定精度が向上する．これは，超母数 αが大きいことが，産業分野間での破損率のば
らつきが小さいことを意味するため，破損率推定対象以外の産業分野の破損情報が
事前情報としての価値が高いことを反映している．超母数 αの真値が小さい場合，
Averageは不確定性が著しく大きくなる．これは，Averageが産業分野ごとの破損率
のばらつきを無視する事によるモデル誤差が原因と考えられる．
図 4.21では，産業分野数が大きいほど，Hierarchicalのばらつきが縮小している．

これは，超母数推定の情報源が増えることで，超母数推定の不確定性が縮小してい
るためと考えられる．産業分野数の増加により，Averageは誤差分布平均が 0に近
づくものの，誤差分布の 2.5%点から 97.5%点までの区間の幅はほぼ一定である．こ
れは，Averageの不確定性はモデル誤差が支配的であり，産業分野数の増加による
サンプリング誤差縮小の効果が薄いことを示している．
図 4.22では，延べ収集時間が増えることで，SingleおよびHierarchicalの破損率

推定精度が大きく向上する．Singleは Hierarchical以上に，延べ収集時間増加によ
る推定精度向上の効果が大きいが，これは破損率推定対象の情報が充実することで，
事前情報の価値が相対的に低下していることが原因と考えられる．その一方で，モ
デル誤差の影響が大きいAverageは推定精度向上の効果がごく小さい．
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本項の検討結果を以下にまとめる．従来の無情報性事前分布を用いたベイズ推定
では，単独産業分野のみの破損データを用いた場合は，破損事例数が少ないことに
よるサンプリング誤差が大きい．その一方で，全産業分野の破損データを均質とみ
なして用いた場合は，産業分野間の差異を無視することによるモデル誤差が大きい．
このような状況下で，安定階層ベイズ手法を利用することで，複数産業分野の破損
情報の有効活用により，破損率推定誤差の縮小が可能であることが確認された．安
定階層ベイズ手法は，単独産業分野のみの破損データを用いた推定と比較して，以
下の条件を満たすほど推定精度向上の効果が大きい．

1. 産業分野間の破損率のばらつきが小さい

2. 情報源となる産業分野数が多い

3. 破損率推定対象の破損事例収集時間が短い

以上の推定精度向上の効果が有効となる，具体的な範囲を検討する．安定階層ベ
イズ手法で破損率の事前分布および事後分布として利用されるガンマ分布は，分布
形状を決定し破損件数に対応する αと，尺度を表し述べ収集時間に対応する βの，
二つの母数によって決定される．ガンマ分布の変動係数はα−0.5であり，形状母数α

のみに依存する．安定階層ベイズ手法における破損率事後分布の形状母数 αは，推
定対象の産業分野における破損件数 fn+1と，他産業分野の破損事例から推定される
超母数点推定値 α̂の和として評価される．従って不確定性の幅の議論は，破損件数
fn+1と，超母数点推定値 α̂の二つのみを用いて議論が可能である．
有効性限界の一つの考え方として，事前分布の利用による事後分布変動係数の縮

小幅を論じることも考えられる．無情報性事前分布である Jeffrey’s Priorを利用し
たベイズ推定事後分布の変動係数 COVsingleに対する，安定階層ベイズ手法事後分
布の変動係数COVhierarchicalの比を式 (4.1)に示す．

COVhierarchical

COVsingle

=

√
fn+1 + 0.5

fn+1 + α̂ + 0.5
(4.1)

≈ 1 − α̂

2fn+1 + 1
(fn+1 ≫ α̂) (4.2)

有効性限界のもう一つの考え方として，対象産業分野の破損事例のみから十分な
推定精度が確保可能な限界値の調査が考えられる．推定精度は，事後分布 97.5%点
のような安全側の値が，平均値にどれだけ近づいているかによって議論可能である．
図 4.23は，無情報性事前分布である Jeffrey’s Priorを利用したベイズ推定の事後

分布における，97.5%点と平均値の比を示している．安全側の破損率として事後分
布の 97.5%点を利用するとき，図 4.23によって読み取られる比が，破損率点推定値
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図 4.23: 無情報性事前分布による破損率推定の安全裕度

に対して与えられる余裕の大きさとなる．破損件数が多数であり，図 4.23より読み
取られる比が十分小さいと判断できるのであれば，安定階層ベイズ手法を利用する
意義は小さい．　

4.5 結言
本章では，第三章における３種の提案手法のそれぞれについて，有効性の検討を

行った．有効性検討は，推定精度検討のためのシミュレーションによる仮想検査記
録を用いた検討と，従来手法と比較した有効性を示すことを目的とした実機検査記
録による検討の二通りのアプローチを通じて実施した．
以下，各手法に対する検討結果を以下にまとめる．

線形ベイズ手法

• 事前情報の利用により，特に検査回数 1回のみの配管部位について，減肉率推
定精度の向上が期待できる．推定精度向上の効果は検査二回目以降大幅に減
じ，その後も検査回数増大とともに縮小する．

• 適切な，もしくは保守的な事前分布を用いられる限り，推定される減肉率及び
破損確率は現実に一致もしくは保守的な値となる．
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• 利用可能な検査データが増えることで，事前分布に由来する過剰な保守性を合
理的に縮小可能

• 流れ加速型腐食による減肉を受ける配管に対して，合理的な検査時期決定を行
える．検査回数が十分であれば，一律の安全裕度を利用する機械学会規格と比
較して，検査間隔が延長できる．

拡張ベイズ手法

• 判定基準を満たす限り，修正項アプローチにより減肉率の推定精度向上が行え
る．修正項アプローチの有効性が低い範囲内では，誤差項アプローチにより良
好な精度でモデル誤差の大きさの評価が可能である．

• 減肉率の時間変化に対する安全性を担保して，破損確率を保守的に評価可能で
あり，その保守性の大きさは測定点数に依存する．

• 流れ加速型腐食による減肉を受ける配管に対して，合理的な検査時期決定を行
える．検査回数が十分であれば，一律の安全裕度を利用する機械学会規格と比
較して，検査間隔が延長できる．

安定階層ベイズ手法

• 個別の産業分野に対して独自の破損率を推定可能である．

• 情報源となる産業分野数が多ければ，産業分野間のばらつきが高精度に推定可
能となるため，破損率推定精度の向上につながる．

• 安定階層ベイズ手法による他産業分野情報利用の有効度を，破損率推定対象の
産業分野における破損件数 fn+1と，他産業分野の破損情報による超母数点推
定値 α̂から，事後分布の縮小幅として簡易に定量化できることを示した．

• 安定階層ベイズを利用しない場合の，推定破損率に対する安全裕度の大きさを
定量的に示した．推定対象産業分野の破損情報のみで，要求される推定精度が
達成できている場合には，安定階層ベイズ手法を利用する意義は小さい．
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第5章 簡易モデルの限界と詳細評価
手法

5.1 緒言
第三章のモデル化および推定手法の提案において，手法簡易化のため損傷モデル

として極めて簡易なものを利用している．しかしこのような簡易モデルは，しばし
ば現実への適用にあたってモデル誤差の要因となる．このため，第三章の手法の実
用にあたっては，簡易モデルの適用限界を調査が必要となる．また，簡易モデルの
適用範囲外となるケースが多い場合には，計算コストの面で負担が増大しつつもモ
デル誤差に対して保守的評価が可能な，詳細評価手法の開発が必要となる．
第三章の提案手法において利用した簡易モデルのうち，特に推定結果に影響が大

きいと考えられるものとして，以下の二つが考えられる．

• 線形ベイズ手法における自然共役事前分布利用

• 安定階層ベイズ手法における超母数点推定誤差無視

本章では，以上の二種の簡易モデルに由来する誤差について，その影響範囲と大
きさを検討する．これと平行して，簡易モデル適用範囲外において利用可能な詳細
評価手順を，第三章の手法に対する追加手順として提案するとともに，その効果を
検討する．

5.2 線形ベイズ手法における非正規事前分布の扱い

5.2.1 正規事前分布の仮定の問題点

3.3.2項では，破損確率推定の簡略化の観点から，減肉率 rkおよび初期肉厚 tk0の
事前分布としてそれぞれ独立な正規分布を与えている．しかし実際には，特に減肉
率 rkについては，正規分布によって分布を与えることが困難と考えられる．
例として，沸騰水型原子力発電所減肉管理に関する技術規格 [20]では，配管系等

と流れ加速型腐食に対する減肉管理ランクで整理した，減肉率の事例ヒストグラム
を示している．本ヒストグラムは，減肉率の事例データベースとして利用可能なデー
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タの一つと考えられる．管理ランクFAC-1の給水系統の減肉率ヒストグラムを図 5.1

に示す．

図 5.1: 給水系統 (FAC-1)減肉率ヒストグラム [20]

本ヒストグラムは，高減肉率側に裾の長い分布となっており，正規分布による表
現は困難である．従って，減肉率 rkの事前分布として，非正規分布が適当である場
合の簡易評価手法が必要と考えられる．

5.2.2 近似手法提案

図 5.2に，非正規事前分布を近似的に利用するための提案評価手順を示す．以下，
本提案手順の導出の根拠を示す．
予測肉厚分布の評価式 (3.7)より線形ベイズ手法は，式 (5.1)に示す限界状態関数

を持つ配管の破損確率を，一次信頼性手法 (FORM)[84][85]によって求める問題とお
きかえられる．

g (rk，tcentroid) = tcentroid −
(
T − T̄

)
· rk (5.1)

ここで，減肉率 rkは式 (5.2)，測定肉厚重心 tcentroidは式 (5.3)の正規分布に従う
として，破損確率が評価される．

fr(rk) = N
(
rk

∣∣µlin
r , (σlin

r )2
)

(5.2)
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正規事前分布による破損確率評価
Method1 linklinkdesignr βσµ += Method2 linkrlinkdesign kr βσµ +=

設計点評価

事前分布正規近似設計点rdesignで確率密度・累積確率一致
収束？

破損確率再評価 NY計算終了

正規事前分布による破損確率評価
Method1 linklinkdesignr βσµ += Method2 linkrlinkdesign kr βσµ +=

設計点評価

事前分布正規近似設計点rdesignで確率密度・累積確率一致
収束？

破損確率再評価 NY計算終了
図 5.2: 非正規事前分布近似手法手順

ft(tcentroid) = N

(
lcentroid

∣∣∣∣t̄k, σ2
ins

n + n0

)
(5.3)

実際には減肉率 rkの事後分布は非正規分布であり，式 (5.2)は正規近似の結果と
して与えられる．FORMにおける非正規確率分布の正規近似手法として，Rackwitz-

Fiessler法 [86]が頻繁に用いられる．そこで，減肉率 rkの事前分布として非正規分
布を用いた場合の近似手法として，Rackwitz-Fiessler法に基づく手順を提案する．

Rackwitz-Fiessler法は，非正規分布で与えられた設計変数の確率分布を，設計点に
おける確率密度と累積確率が一致する正規分布として近似する手法である．式 (5.1)

の問題では，正規近似すべき確率分布は減肉率 rkの事後分布である．しかし，非正
規分布の事後分布の確率密度および累積確率の評価は，数値積分を必要として計算
コストが大きい．そこで，設計点 rdesign

k において確率密度および累積密度が一致す
るように，減肉率 rkの事後分布ではなく事前分布を正規近似することを提案する．
式 (5.1)の限界状態関数は線形であるため，設計点 rdesign

k は容易に式 (5.4)として
評価できる．

rdesign
k = µlin

k + kr · β · σlin
k (5.4)

where
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kr =

{ (
T − T̄

)2 · (σlin
k )2(

T − T̄
)2 · (σlin

k )2 + σ2
ins/(n + n0)

}1/2

β = −Φ−1 (Pfailure(T ))

ここで Φ−1(p)は，標準正規分布の逆関数であり，Pfailureは正規近似を行って評
価された破損確率である．最新の評価余寿命が 0に近い機器は補修・交換が行われ
るため，krは十分 1に近いと考えられる．このため，保守的に kr = 1とすることも
簡略化に有効と考えられる．そこで，kr = 1とした簡略手法をMethod1,krを詳細
に評価する手法をMethod2として，要求される評価精度により使い分けることを提
案する．

5.2.3 検証

4.2.1項と同様の手順で，事前分布として対数正規分布の使用が妥当である条件の
下で，推定破損確率の妥当性を検討した．
シミュレーション条件は表 4.1に従い，減肉率 rkは正規分布でなく対数正規分布

としてサンプリングした．事前分布は表 4.2のExact Priorの条件を用い，減肉率 rk

の事前分布は対数正規分布とした．許容破損確率 aは，1.0 × 10−3を用いた．
図 5.3および図 5.4に，各正規近似手法を用いて推定された安全側余寿命経過後

に，実際に破損に至る確率の比較を示す．いずれも，平均分散の等しい正規分布を
事前分布を用いた場合と，正規近似を１～３回繰り返し計算した場合の結果を比較
している．図 5.3はMethod1,図 5.4はMethod2を正規近似手法として用いた．
検査回数１回の時点では，事前分布の補正を行わずに検査間隔を決定した場合

に，シミュレーションによる破損確率は安全側余寿命推定に用いた許容破損確率
a = 1.0 × 10−3より大きく，危険側の推定となっている．これに対し，提案手順で
事前分布の正規近似を行った場合，いずれも近似回数が二回で解が収束し，推定結
果はわずかに保守的となった．
推定結果が実際より保守的になる理由として，事後分布は事前分布と比較して正

規分布に近く，減肉率 rkの高値側の裾が短いために，設計点において累積確率およ
び確率密度が事前分布より小さいことが挙げられる．この場合，事前分布の正規近
似は，事後分布の正規近似と比較して，近似正規分布の平均・分散が大きく与えら
れ，保守的な結果となる．
検査回数が増えると事前分布の影響は相対的に小さくなり，正規近似の影響は小

さくなる．検査回数 2回以上であれば，正規近似を行わないことによる破損確率の
過大評価の影響は小さくなり，正規近似も一回で解が十分収束する．検査回数が 3

回以上であれば，提案手法による正規近似の影響はごく小さくなり，非正規母集団
であっても正規分布で事前分布を与えることが可能と考えられる．
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図 5.3: 対数正規事前分布を用いた推定破損確率の妥当性 (Method 1)
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図 5.4: 対数正規事前分布を用いた推定破損確率の妥当性 (Method 2)
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また，提案した二種類の正規近似手法の評価結果の差はごく小さく，シミュレー
ションのサンプリング誤差との区別が不可能であった．このため実用上は，実施手
順の簡便さから，設計点を厳密に求めないMethod1の利用が有効と考えられる．

5.3 安定階層ベイズ手法における超母数点推定誤差

5.3.1 超母数点推定誤差無視の問題点

階層ベイズモデルに基づく推定手法のうち，点推定手法を利用する経験ベイズ手
法は，超母数の推定誤差の取り扱いが問題となる．このような誤差を無視して破損
率推定を行った場合，得られた事後分布はしばしば「無警戒な (Naive)」事後分布と
呼ばれ，その確信区間が過剰に狭く評価されうることが指摘されている [27]．
第３章の安定階層ベイズ手法に基づいて個別産業の破損率を保守的に評価した場

合，超母数点推定誤差に対する保守性は与えられていない．従って，特に産業分野
数が少数である場合，評価された破損率が危険側の値となる恐れが存在する．
この問題を回避するためには，産業分野数および延べ観察時間によって大きさの

異なる超母数点推定誤差に対して，適切に安全裕度を与える手法が望まれる．

5.3.2 既存手法

本項では，個別産業分野の破損率事後分布を，超母数点推定誤差の不確定性を考
慮し補正するために利用可能な，いくつかの既存手法を紹介する．

Laird and Louis[87]のType III Parametric Bootstrap

フルベイズ手法を模擬するため，超母数の点推定値 η̂が既知である場合の超母数真
値の分布h(η|η̂)を評価する手法が，いくつか提案されている．Carlinら [27]は，超母
数真値の分布h(η|η̂)の一般的な評価手法の初めてのものとして，Laird and Louis[87]

のType III Parametric Bootstrap法を紹介している．本手法による事後分布評価手
順を以下に記す．

1. 観察データ yより，最尤法などにより超母数点推定値 η̂を評価する．

2. 超母数点推定値 η̂を利用して，乱数により仮想観察データ y∗
i をサンプリング

する．

3. 仮想観察データ y∗
i より，最尤法などにより超母数点推定値 η̂∗

i を評価する．

4. 超母数を η̂∗
i とおいて母数 θjの事後分布評価
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5. 2-4を十分な回数繰り返し，超母数推定の不確定性を考慮した θjの事後分布と
して，各仮想観察データに対応する事後分布の平均を評価する．

本手法は多数回のシミュレーションを要求するため，簡易な保守的評価には不向
きと考えられる．

バイアス修正アプローチ [27]

超母数 ηが既知である場合の母数 θiの事後分布を π(θi|η)と記す．この ηに超母数
の点推定値 η̂を代入した場合，その事後分布 π(θi|η̂)のα%点を θiの真値が下回る確
率は，一般に α%ではない．そこで，真値が下回る確率が α%となる点を事後分布
π(θi|η̂)の α′%点として α′を評価し，その点を超母数の不確定性を考慮した事後分
布 π(θi|η)の α%点とする．
上記の取り扱いは，超母数 ηの点推定値が解析的に取り扱える場合に限り，数値積

分と rootfinding algorithmの利用により評価できる．しかし，配管損傷データベー
スに基づく破損率評価に用いられる Poisson-Gammaモデルはこの条件を満たさず，
評価にモンテカルロ法の利用が必要となる．

尤度比統計

Quigleyら [69]は，超母数の推定誤差を考慮した破損率推定のために，尤度比統
計に基づく信頼領域の評価を利用している．本手法は最尤法の信頼領域評価に用い
られる一般的な手法の一つであり，多くの標本統計学に関する文献において取り上
げられている [88][63]．
本手法によれば，式 (5.5)に示すように，母数真値ベクトル θにおける尤度 l(θ)と，

最尤推定値 θ̂における尤度 l(θ̂)の比が，推定対象母数の数 kを自由度とする χ二乗
分布に従う．

−2 ln

 l (θ)

l
(
θ̂
)

 ∼ χ2
(k) (5.5)

5.3.3 保守性付与方法

本項では，超母数点推定に伴う不確定性に対し，簡易に保守性を与える手法の提
案を行う．図 5.5に本手順の概念図を示す．
ベイズ推定における複数母数の区間推定手法として，100*P%最高確率密度領域

(Highest Probability Distribution(HPD) region)が利用される．超母数推定誤差に
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ββ̂safeβ̂
α̂safeα̂
0 100*P% HPD region
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α̂safeα̂
0 100*P% HPD region
図 5.5: 超母数保守的評価の概念図

対して安全性を確保した点推定手法として，超母数事後分布の 100*P%最高確率密
度領域のうち，最も保守的な点をとることが考えられる．
ガンマ分布の二種類の超母数 α, βについて，100*P%最高確率密度領域のうち最

も保守的な点を探索することは，計算コストが大きい．また，故障率事後分布の平
均と分散のいずれを重視するかといった，保守性の定義によって最適点が変化しう
るという問題が考えられる．さらに，第三章における提案手法では，等価破損件数
αについて+0.5件の保守性を既に与えている．そこで，超母数点推定誤差に対する
保守性は，尺度に対応する超母数である βに対してのみ与えることとした．
事後分布の 100*P%最高確率密度領域を精密に評価することは，フルベイズ手法

と同等の計算コストが要求され，簡易手法としての有効性を損なう．100*P%最高
確率密度領域の近似評価のため，前項に示した手法のうち尤度比統計に基づく評価
手法を利用した．尤度比統計は最尤法の区間推定を行う手法であり，ベイズ推定へ
の適用を前提とした手法ではない．しかし，ベイズ推定の事後確率密度関数は，最
尤法の尤度関数に事前確率密度を積算したものであり，特に観察データが多い場合
には尤度関数との類似性が高い．従って，厳密な事後分布評価には利用できずとも，
観察データ量に応じた保守性を与えるための指標として同種の考え方が採用できる
と思われる．
式 (5.5)を変形することで，100*P%最高確率密度領域の近似評価式 (5.6)を導出

した．保守性付与に当たっては，式 (3.25)の事後分布同時確率密度関数 πpost(α, β)

を用いて，式 (5.6)を満たす最低の β̂safeを求める．ここで α̂safeは，第三章で解説
した手順の通り，超母数点推定値 α̂に 0.5を加算した値である．

πpost

(
α̂safe, β̂safe

)
> (1 − P ) ∗ πpost

(
α̂, β̂

)
(5.6)
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ただし，本手順は超母数 β に対して更なる保守性を与えることが目的であるた
め，β̂safeは β̂を上回ることはないとする．すなわち，式 (5.7)が成立する場合には，
β̂safe = β̂とする．また，β̂ = 0の場合も同様に，β̂safe = 0とする．

πpost

(
α̂ + 0.5, β̂

)
≤ (1 − P ) ∗ πpost

(
α̂, β̂

)
(5.7)

本手順は，安定階層ベイズ手法における超母数点推定と同様に，β方向の一次元
の解の探索で実施でき，追加計算コストとしては安定階層ベイズ手法と同程度と考
えられる．

5.3.4 検証

超母数点推定の不確定性の無視は，特に破損率事後分布の 100× (1− α)%点の過
小評価が問題となる．そこで，提案手法による破損率事後分布の 97.5%点を安全側
破損率と位置づけ，安全側破損率と破損率真値の差を安全裕度として定義し，各手
法による安全裕度分布を調査することで，提案手法による保守性が過度か否かの調
査を行った．
検討条件を表 5.1に示す．

表 5.1: 安全側破損率の妥当性検討条件

超母数 (α, β)真値 (0.5,10), (1.5,30), (2.5,50)

超母数推定に用いる
情報グループ数 3,5,10

n

観察時間T 20,40,60

検討結果の安全裕度分布を，図5.6，図5.7，図5.8に示す．それぞれの図で，推定手
法として単独産業分野の破損データのみを利用したベイズ推定による結果 (Single)，
第三章の提案手法による結果 (Hierarchical)，および本章で提案した保守性付与法に
より P = 0.7, 0.9とした結果 (Safe0.7,Safe0.9)をそれぞれ示している．図 5.6は超母
数αの真値，図 5.7は超母数推定陽グループ数n，図 5.8は観察時間 T の影響を調査
している．
いずれもエラーバーは安全裕度分布の 2.5%点から 97.5%点を示しており，2.5%

点が負となっている場合，安全側破損率を真値が超過する頻度が 2.5%を超えること
から安全裕度が過小であることを示す．
第三章における提案手法はほぼ全てケースで，2.5%点が負となっており，超母数

点推定の不確定性を無視することによる安全側破損率の過小評価が発生しているこ



第 5章 簡易モデルの限界と詳細評価手法 101

-0.0500.050.10.150.20.250.3

Single Hierarchical Safe0.7 Safe0.9Safety Mar
gin of Evalu
ated Failur
e Rate α=0.5α=1.5α=2.5

図 5.6: 超母数 αの破損率安全裕度への影響
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図 5.7: 情報源グループ数の破損率安全裕度への影響
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図 5.8: 延べ観察時間の破損率安全裕度への影響

とがわかる．破損率 λiの母集団として検討条件に与えたガンマ分布は，いずれも平
均値 0.05であり，過小評価の幅はこれと比較して小さい．
これに対し，本節で提案した保守性付与方法を利用した場合には，全ケースにお

いて安全側破損率を保守的に推定可能であることが示された．しかしその一方で，
他の産業分野の情報を利用しない Singleと比較して，安全裕度を縮小可能という利
点が薄まり，特に超母数推定誤差の大きい情報源グループ数 3の場合には，Safe0.9

は従来の Singleより過大な安全裕度の要求となる．従って本節の提案手法は，情報
源となる産業分野数が十分に多い場合には有効と考えられるが，産業分野数が少な
いことが予想される配管破損データベースに対する適用にあたって，必要な安全裕
度に応じた適切な P の設定方法などの検討が必要と考えられる．

5.4 結言
第三章において利用した簡易モデルのうち，特に影響が大きいと考えられるもの

について，モデル誤差の範囲と大きさの検討，および保守性付与法の提案を行った．
影響が大きい簡易モデルとして，本章では以下の二つを取り上げた．

• 減肉率 rkの事前分布を正規分布に限定（線形ベイズ手法）

• 超母数点推定誤差による不確定性の無視（安定階層ベイズ手法）
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最初に簡易モデルの限界検討結果を示す．線形ベイズ手法における事前分布の影
響は，検査回数が 1回のみの場合に大きな誤差を生じる．これに対し，検査回数が
3回以上であれば，簡易モデルの利用に問題は生じないと考えられる．一方で，安
定階層ベイズ手法における超母数点推定誤差の無視は，影響の大きさこそ比較的小
さいものの，ほぼ全てのケースにおいて危険側の評価につながる．
次に，提案した保守性付与法の有効性を示す．線形ベイズ手法における事前分布

に関しては，提案手順により，1回から 2回の破損確率再計算で良好な保守性を与え
ることが出来る．一方，安定階層ベイズ手法の超母数点推定誤差に対しては，安定
階層ベイズ手法と同程度の追加計算コストで保守性を与えることは出来る．しかし，
過大な安全裕度の付与により階層ベイズモデル利用の有効性を損ねる事例が存在す
る．従って，必要な安全裕度に応じた適切な保守性の設定方法が今後の課題となる．
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第6章 結論

6.1 結論
本論文では，主観的情報の活用を許容するベイズ推定手法に基づいて，手計算で

検算可能な程度の計算コストで機器の破損率評価を行う手法の開発を行った．
開発手法は，従来の標本統計学では一様に扱うことが出来なかった異種の情報源

からの情報を用いて，機器の破損率を比較的高精度に推定することが可能である．
さらに，計算コストの軽減により現場での活用が容易となり，評価手順の透明性が
維持可能である．これらの利点から開発手法は，わが国のメンテナンスの合理化に
繋がることが期待される．

第 2章 では，提案手法の基礎として利用したベイズ推定手法の基礎理論を，従来
の標本統計学に基づく最尤法との相違点を交えて解説した．また，基本的な推定手
順を紹介するとともに，本論文で利用した有用な事前分布の紹介を行った．

第 3章 では，少数の破損データから高精度の破損率推定を，手計算で検算可能な
程度の計算コストで実施する手法の開発を目的とした．この目的のため，機器の損
傷の簡易なモデル化を行い，第二章で理論を述べたベイズ推定手法に基づき，破損
率推定手法の提案を行った．提案手法は，以下の三種類の手法により構成した．

• 線形ベイズ手法

• 拡張ベイズ手法

• 安定階層ベイズ手法

線形ベイズ手法は，流れ加速型腐食による減肉を受ける配管部位の破損確率評価
を行う手法であり，進行速度である減肉率は時刻によらず一定とモデル化している．
減肉率が時間変動するモデルに適用可能となるように，線形ベイズ手法を拡張した
手法が拡張ベイズ手法である．以上の二手法は，許容破損確率を設定することで次
回検査時期の決定に利用可能である．
安定階層ベイズ手法は，配管の破損情報のみが記録された産業横断型データベー

スを有効活用することで，個別産業分野の破損率推定精度向上を図る手法である．
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安定階層ベイズ手法は，情報源間のばらつきをモデル化法として広く利用されてい
る，階層ベイズモデルに基づく推定手法であるが，従来手法と異なり常に安定した
推定が可能という特徴を持つ．
以上の三つの手法のいずれも，事後分布と事前分布が同種分布となる自然共役事

前分布を利用することで，電卓を用いた手計算で検算可能な程度に簡易な手法とし
て定式化を行った．以上の手法で想定している，減肉管理および破損データベース
からの破損率推定は，それぞれRIMAPの分類で言うTrendableタイプおよびNon-

trendableタイプの破損メカニズムに対する健全性評価の代表例である．このため，
定式化された評価式を読み替えることで，幅広い破損メカニズムに対して提案手法
を応用可能であると考えられる．

第 4章 では，第 3章において提案した破損率推定手法の実用性を示すため，推定
精度および有効性の検討を行った．提案手法の推定精度は，シミュレーションによ
り作成した仮想検査記録を用いた推定を通じて検討した．また，従来手法と比較し
た有用性を，実機検査記録を用いた推定を通じて検討した．三章で提案した三種の
推定手法のいずれも，従来の推定手法では用いられない他の情報源からの情報を活
用することで，推定精度の向上が可能であることが確認された．また，線形ベイズ
手法および拡張ベイズ手法は，検査回数に応じた安全裕度を与える検査間隔決定手
法として活用可能であり，検査回数が多ければ従来規格以上の検査間隔を合理的に
許容可能であることが示された．また，安定階層ベイズ手法は，類似性の高い機器
グループごとに固有の破損率を，小さい不確定性で推定可能であるという利点が確
認された．

第5章 では，第 3章において手法の簡易化のためにおいたモデルのうち，特に現実
の適用で課題となると考えられる以下の二つについて，適用限界を調査した．また，
これらのモデル誤差に対して，それぞれ簡易に保守性を与える手法の提案を行った．

• 線形ベイズ手法における事前分布形状限定

• 安定階層ベイズ手法における超母数点推定誤差無視

結果として，線形ベイズ手法における事前分布形状については，検査回数が多く
なればその影響は無視できるほど小さくなり，少検査回数時には提案手法により適
度な保守性を与えることが出来る．一方で安定階層ベイズ手法における超母数点推
定誤差は，簡易に保守性を与えることは出来るものの，過大でない適度な保守性の
設定方法が今後の課題となる．
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6.2 将来の展望
本節では，本研究で提案した線形/拡張ベイズ手法と安定階層ベイズ手法のそれぞ

れについて，展望を延べる．

6.2.1 線形/拡張ベイズ手法の展望

本研究では，線形ベイズ手法および拡張ベイズ手法の適用対象として，流れ加速
型腐食による減肉を特に意識している．提案手法の展望として，より一般的に，非破
壊の余寿命診断手法が確立している疲労やクリープなどの，他の破損メカニズムへ
の適用が期待される．ここで解決すべき課題として，定式化において既知とした余
寿命診断精度 σ2

insの設定方法，および極値統計との融合による高度化が考えられる．

診断精度設定

減肉の場合，余寿命診断精度 σ2
insは肉厚測定精度に対応するため，肉厚測定機器

の精度から容易に与えることができる．しかし，例えばクリープに対するボイド面
積率法の余寿命推定精度は，評価対象が直接的な物理量ではないために，容易には
決定できない．従って，破壊試験とその途中での検査データを充実させるなどによ
り，統計的手法によって推定することが必要となる．また，評価手法によっては評
価精度が損傷の進行度によって異なるものも多く，こうした余寿命診断精度が可変
である場合の取り扱いも議論の対象となろう．

極値統計との融合

線形ベイズ手法では，対象機器中の最も脆弱な点が既知，もしくは未知であって
もいくつかの測定点中に存在すると仮定した．より広範囲の破損メカニズムに適用
するためには，本仮定を排し，極値統計 [89]により機器中の最も脆弱な点における
余寿命を推定することが望ましい．
例として，孔食のように最も損傷の進行している点の予測が困難な破損モードに

対しては，全数ではなく複数のサンプリングされた範囲に対して検査を行うことが
多い．この場合，それぞれのサンプルの最大値からGumbel分布へのあてはめを行
うことで，全体のうち最も損傷が進行している箇所の損傷を推定することが広く行
われている [90]．
このようなモードを線形ベイズ手法で取り扱う場合，各測定点の予測余寿命率分

布を従来どおり評価した上で，各測定点の予測余寿命率平均値から極値統計により
最も脆弱な点の予測余寿命率を推定，これを元に破損確率評価と言う手順が考えら
れる．このとき，機器の予測余寿命率分布には従来の余寿命評価誤差のみならず，少
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数の測定点から機器全体の最小値を推定するための，極値統計に伴うサンプリング
誤差が含まれる．このサンプリング誤差は歪度の高いGumbel分布に従うと考えら
れ，正規分布での取り扱いは困難である．従って，本サンプリング誤差をいかに簡
易評価するかが，極値統計との融合を図る上での課題となると考えられる．

6.2.2 安定階層ベイズ手法の展望

本研究における提案手法では，複数産業分野の破損情報を活用し，個別産業分野
ごとの配管破損率の評価が可能である．この破損率は各産業分野の一般破損率とし
て，メンテナンスに有用に活用可能であると考えられる．しかし，リスクベース工学
への適用を考えた場合，検査間隔や各破損メカニズムに対する防護策といった，プ
ラント固有の事情に合わせた破損率の評価が求められる．
石油化学産業のRBI規格であるAPI581[7]では，特定プラントにおける破損確率

評価は，一般破損確率に，プラント固有の事情に応じた係数であるTechnical Module

Subfactor(TMSF)を乗じることで行われる．安定階層ベイズ手法の今後の展望とし
て，API581におけるTMSFに該当する，プラント個別の事情を破損率評価に反映
させるための手法開発が存在する．
このような手法開発には，検査効果導入，階層モデルの多重化，ベイジアンネッ

ト化等が考えられる．

検査効果導入

機器・配管破損率に対して影響を与える，メンテナンス計画時に一般的かつ容易
に操作可能なパラメータとして，検査時期が存在する．従って，破損率を検査間隔
の関数として評価するモデル化を実施することで，機器・配管の危険度に応じたメ
ンテナンスが可能となる．
上記の発想から，Fleming[91]は配管の損傷進行をMarkovモデルによってモデル

化し，その遷移確率を配管損傷データベースを元に与えることで，検査計画策定の
ための信頼性モデルを構築している．

FlemingのMarkovモデルの利用には，配管破断発生頻度以外に，検査による損傷
発見頻度が入力として要求される．しかし，配管破断や延べ観察時間の定義と異な
り，配管に対する検査方式や使用継続の判断は各産業で統一が図られているとは考
えにくい．従って，これらの検査をどのようにモデル化するかが課題となると考え
られる．
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階層多重化

提案手法に利用したモデルは，各産業分野の配管破損の母集団と，産業分野間の
破損率のばらつきの母集団という，二階層の母集団をモデル化している．ここで最下
層の母集団をさらに細分化し，三階層以上の母集団の階層構造をモデル化すること
で，プラントの特性に応じたより詳細な破損率推定が可能になると考えられる．母
集団細分化の条件としては，配管材質，径，属する配管システムといった変更不能
な要素，もしくは検査頻度や内部流体の水質といった操作可能な要素が考えられる．
しかし，単純に三階層以上のモデルを利用した場合，評価式の複雑化が避けられ

ない．さらに，損傷データベースの入力者に多くの情報を公表することを要求する
こととなり，損傷データ入力の意欲を損なわせるといった問題点も考えられる．
また，各産業分野の破損率を事前分布として，個別プラントの運用実績を元に更

新を行うというように，三階層のモデルでなく二階層のモデルを複数利用すること
も考えられる．この場合，「産業分野内での各プラント間の破損率のばらつき」を経
験的に与える必要がある．これに利用可能な手法として，例えばAtwood[92]が提案
した，平均のみ既知である場合の無情報性事前分布設定手法が存在する．

ベイジアンネット化

階層多重化の更なる一般化として，確率の因果構造のネットワークをモデル化す
る，ベイジアンネット [93] [94]の利用が考えられる．ベイジアンネットを利用するこ
とで，配管径や内圧，水質，検査頻度といった，破損率に影響を与えうるパラメー
タを全てモデル化し，統計的学習によってこれらのパラメータの影響度を更新して
いくことが出来る．国内で開発されたベイジアンネットのソフトウェアとして，本
村らが開発したBayoNetが存在する [95][94]．
ベイジアンネットを利用した場合，破損率評価は数値計算によるところが大きく

なり，簡易評価手法としての定式化は期待できない．従って，本取り扱いは簡易評
価手法と別個に扱い，ベイジアンネットを利用して得られた知見を簡易評価手法に
フィードバックする取り扱いとなろう．また，階層多重化と同様，データベース入
力者のインセンティブの確保は大きな課題となると考えられる．
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